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                                        Abstract 

  The world is currently shaking in economic globalization and political populism. There is 

concern 

About Japan s difficulties that seems to have no definite cultural argument them. For that, it 

is  

Important to stare at what skeleton of Japanese culture is. On the other hand, comparative cultural 

viewpoints with European and American countries that seem to have similarities and differing 

aspects from japan will bring significant Knowledge. 

    

 

                      要旨 

 世界は現在、経済グローバリゼーションと政治的ポピュリズムの中で揺れ続けている。その中で確た

る文化的主義主張を持たないように見える日本の苦境が懸念される。そのためには、日本文化の骨格が 

いかなるものであるかを正視することが重要である。これに対し、日本に対し相似と異質な両側面を有

すると思われる欧米諸国との比較文化的観点は、有意義な知見をもたらすであろう。  
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                    はじめに       

  

 世界には多様な国民性をもつ民族が分布している。それは、その国の置かれた地政学的環境に大きな

影響を受け、それらの下に生きる人々の生活様式が長い間に独自性を備えるた事により形式化されたも

のであるに違いない。 

 仮に、日・独社会間の相似点と相違点を統計データから探り、かつ、日本の基層文化と権力的な現代

文明との関係性から日本の国民性とその存立点を抽出することを試みると、 

 

 ① 両国は、旧くは主に穀物栽培に関し、稲作農耕文化と小麦農耕文化の相違があること。② 第二

次世界大戦時に全体主義国家を形成するなど、現代における二国間における国民性の親近性に関する調

査結果から、日本はハンガリーに次ぎ、2 番目にドイツとの親近性が強いこと。③ ただし、両国にお

ける戦後処理のプロセスが真逆と言える程の相違を見せていること。などである。 

 そして、各種統計データのもとに検討の結果、以下のような結論を得た。 

 ①に関しては、日本の基層文化が稲作農耕による「安全社会」であり、ドイツ（西洋一般を含む）は

小麦農耕による「信頼文化」を築いてきたこと。②第二次大戦での日独両国は共に全体主義的社会を形

成し、その結果、国家が灰塵に帰したが、しかし、両国はその勤勉な国民性から、戦後に驚異的な経済

的繁栄を見せた。 

 ただし、③戦後処理の方向性が、ドイツがナチスに対する徹底的な排除に努め、国際的な信頼を取り

戻し、現在、西洋で最も安定な経営を成し遂げていることに対し、日本社会の内実は、明治維新以降今

日に至るも、国家としての進むべき確固とした方針、ナショナリズムの形成に成功しておらず、民主主

義国家としての内実を充分備えているとは言えない。 

 それらの原因に関する検討結果、ドイツはその基層文化としての「信頼文化」を現代文明に継続する

のに成功し、日本の混乱状態は、基底文化である「安全社会」と明治期に移入した「信頼社会」の整合

化に成功していないことにあると考えた。そのような認識の下に、主に欧米諸国と日本に関し、①、②、

③などに関する詳細な検討結果から、今後日本に求められる課題を探った。                 

    

               

          １. 統計データにみる日本社会の位置 

  

 世界価値観調査本部（World Values Survey:WVS）はオランダに拠点を置き、1981 年に欧州価値観調

査（European Values Study:EVS）から誕生し発展した。調査は約 5 年間隔で質問票・調査方法をそろ

えて、世界各国で、各 1000~3000 人に対する各種アンケート項目に関する回答結果を、比較表として公

表している。（池田編「日本人の考え方 世界の人の考え方」勁草書房、2016） 

 その集計結果の各種分析は、各国の社会問題に関する専門家などに任せられている。 

 調査対象は最大 65 か国に絞られているものの、アメリカの政治学者 R・イングルハートは、これを用

い、現 196 ヶ国の加盟国を,ヨーロッパ・カソリック圏、ヨーロッパ・プロテスタント圏、英語圏、旧

共産圏、ラテンアメリカ圏、アフリカ圏、東アジア圏、そして日本を含む儒教圏などに、ほぼ均等に分

類し、各種社会事象の比較研究を行っているなど、世界の文化・文明事象に関する比較研究に有効であ

ることが示されている。 

 以下に示すデータは、2010 年度の調査結果であり、特に 1-2 節において、日本とドイツの各種比較を

行う関係上、ドイツの調査結果をできる限り示している。 

 

１-１. 世界価値観調査にみる日本人 

幸福感  幸福感の国際比較調査では、87％の日本人が日常的に幸福感を有している。これは大変高い

割合であるものの、調査 57 か国中では 25 位と中位にある。いわゆる先進国ではスウェーデン 94.3％（５

位）、オーストラリア 93,2％（７位）、オランダとニュージーランド 92.4％（11位）、アメリカ 90.6％
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(16 位)などに次いで日本が(26 位）に入る。ドイツは 85.9(29 位）、中国 84.5％（32 位）であり、そ

れ以下には、いわゆる先進国は見あたらず、ランクが中位以下の国々は発展途上国で占めているのが現

状である。 

 以上の幸福感の日本に関する調査結果は 1981 年の調査開始以後 30年間にわたり、社会状況に大きな

変化がなかったとみることができる。 

自由度  2010 年の 57カ国の調査から「他者や自分の人生を自由にできますか」の設問に対し、100％

できるを 10、全く出来ないを１とすると、上位３位まで、メキシコ、トリニダード・トバコ、コロンビ

アのラテン系国家が入り、先進国ではオーストラリア 7.81（９位）、ニュージーランド 7.8(10 位)、ア

メリカ 7.76（12 位）、スウェーデン 7.69(14 位）、ドイツ・スペイン 6.95(36 位）、オランダ 6.9(37

位）であった。また日本は 5.76（57 位）で最下位であった。 

 このように日本が最下位である理由は、調査当時、日本の GDP が世界３位、失業率は 3.58％と低く、

平和度指数 162 カ国中３位と高いことを考えれば納得し難い。しかし、当時すでに始まっていた高齢社

会化傾向、経済優先社会の中での格差社会化、労働環境の硬直化、効率化社会に伴う社会の複雑化傾向、

さらには人間関係の稀薄化傾向が人々の孤立化を招き、不自由感を深めていると考えられる。 

信頼性  一般的にいって人はだいたいにおいて信用できると思いますかの質問に対し 57 カ国中、オ

ランダ１位で 65％、スウェーデンと中国が２位で 63％、ドイツ６位で 42％、アメリカ 11 位で 38％、

日本はアジアでは中国に次ぎ 13 位で 36％、最下位はフィリピンで３％であった。 

 全体主義あるいは権威主義国家と見なされる中国が信頼度において高率であるのは驚かされるが、先

の幸福感 32 位であったことと比較するなら、その差異は大きすぎるように思われる。その理由が最高

権力である国家指導部に対し、人々が忠誠を誓わねばならないことにあるとすれば、自由の元での信頼

と言うことにならない。少なくとも、歪な社会性情が伺われる。 

寛容性(外国人の近住者に対し) スウェーデン；３位で 96％、中国；15 位で 88％、アメリカ；86％で

20 位、オランダ；81％で 25 位、ドイツ；78％で 28位、日本；64％で 41位であり、日本は下位に属し、

家族主義的国民性が現れていると考えられる。その一方で、10 万人あたりの殺人発生件数は 2010 年で

57 か国中 55 位と少なく、ドイツの 50位と共に安全な社会環境を創っている。 

政治への関心  政治に対し非常に関心を持っていると、やや関心を持っているの合計では、合計 48

か国中日本が 66％（３位）、オランダが 65％（４位）、ドイツが 63％（５位）、アメリカが 61％（６位）、

スウェーデンが 59％で（７位）であった。次に国会に対する信頼性は、中国 86.6％（2位）、スウェーデ

ン 63.8％（８位）、ドイツが 41.9％（20 位）、オランダ 35%（25 位）、日本 22.8％（40 位）、アメリカ 19.2％

（43 位）であった。ここで、日本での総選挙の投票率は 37％と低いに関わらず、政治そのものに非常に

関心があると言う現象は、自己分裂的な国民性と言わねばならない。 

 次に、自国が民主的に統治されていると思う割合の国際比較では、55 か国中、スウェーデンが 75％（２

位）、オランダが 73%（６位）、ドイツが 72%（７位）、日本が 68%（16 位）、アメリカが 65%（23 位）、中

国が 64%（24 位）であった。 

 以上のように、政治に対する関心の度合いと国政に対する信頼度の各順位は、スウェーデンにおいて

そのランク上の落差が５，ドイツで 13 とそれら一致性が比較的大きいが、それに対し他の国々では、

その間に大きな落差を生じている。特に日本が順位上の落差 37、アメリカが 40、と著しく大きい結果

は、民主主義国家として何らかの問題を抱えている可能性がある。これについては後述する。 

 

生活の満足感  以上の各種価値観の中で、各国の人々の生活に対する満足度合いは、特に重要な指標

であると考えられる。世界 57か国の人々に、生活が不満を「1」、満足を「10」で示す平均値の調査の

結果、メキシコ 8.51 の１位、コロンビア 8.39 で 2位、スウェーデン 7,62 で７位、オランダ 7.49 で 10

位、アメリカ 7.44 で 14 位、ドイツ 7.39 で 15 位、日本は 6.91 で 30 位であった。生活の満足感は幸福

度を示す指標になるとすれば、本社会指標は他の指標と比較し、大きな価値があると思われる。このて

んで、日本の現状は改善の余地がある。 

１-２. 価値観調査にみる日本人の現在  
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 以上に挙げた 6つの価値観の国際ランクの加算平均をとり、小数点以下を省略して、以下の５つの先

進国を高順位から記すなら、スウェーデン６，アメリカ 13，オランダ 15、ドイツ 20、日本 27 となり、

５つの先進国の中では日本が最低位にある。さらに、以上に挙げた６つの価値観のうち、筆者の視点か

ら、その国の国情を最も表す指標として、人々が幸福感をもって満足していることにあると考える。そ

の点で下位２国を挙げると、幸福度で日本が 26 位でドイツが 29 位、また、満足度でドイツが 15 位、

日本が 30 位であり、両価値観で日・独間の順位が逆転しているものの、比較的近似な価値観を有して

いると観ることができる。 

 さらに、満足感のみで言うなら、メキシコ１位、コロンビア２位といわゆる先進国と称されない国が

高順位にあり、それがラテン的国民性から来ていると思われる。さらに先進国として、スウェーデンと

オランダがそれぞれ７位と 10 位を占めていることに対し、かつて GDP
．．．

２位であった日本は
．．．．．．．．．

30
．．

位
．
と低迷
．．．

しており、その経済状況に見合う満足感を明らかに得られていない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

。それは、生活の満足感が経済的豊
．．．．．．．．．．．

さから必ずしも生じない
．．．．．．．．．．．

ことを端的に物語っている。それにも関わらず、日本人が更なる経済的発展を

画策する政府に望みを託していることは何を意味していているのであろうか。少なくとも、満足度を向

上するには、スウェーデン、オランダなど生活大国に学ぶべき点があることを示している。 

 

ホフステッド指数による日・独国民性の親近性  両国を比較する意味は、1980 年にオランダの社会学

者 H・ホフステッドが、世界 65か国の行動様式と価値観のアンケート調査から、国民性の相違を定量化

しホフステッド指数として表しているからである。それを各国間の親近度をユークリッド距離とコサイ

ン距離なる指数から分析して求めている。その結果、日本の国民性に最も近い国がハンガリーに次ぎド

イツであるとの結果が公表された。（http://www.geerthhof-sted.eu/dimension-data-matorix） 

 そればかりでなく、具体的には両国の戦前戦後の歩みに多くの類似点と非類似点を認めることができ

る。  

 日本とドイツ両国における類似点は、第二次大戦開始に関し、ドイツがヒトラーによるワイマール憲

法を踏みにじる政治的手腕で全体主義国家を創りあげ、そして壊滅したこと。他方、日本の場合は、隣

国の紛争に介入することに端を発し、軍部主導の全体主義国家を創りあげ、結果として、同様に壊滅し

たことにある。 

 また、両国の戦後の歩みに関する類似点は、第二次大戦で共に敗戦し、両国で戦犯を裁く国際軍事裁

判が行われたこと、さらに、社会的荒廃と混乱の中から経済的復興をなし遂げ、高度な経済成長に成功

し、それを足がかりに政治大国へと歩み始めたことなど、多くの類似性を示している。しかし、それに

反し、両国の戦後処理において大きな乖離が観られるのであり、それらを比較考察することは、日本の

国民性やその社会心理を探るうえで大きな示唆を与えてくれるであろう。 

 

日･独戦後処理過程の比較  本稿では視点を変え、比較歴史学的な検討から、日本とドイツにおける

戦後処理過程における倫理性を解釈できるのでないかと考えた。しかし、大戦後の両国の対戦国、紛争

国に対する戦後処理と自国の復興過程におけるプロセスには大きな相違があるように思われる。 

 一例を挙げれば、1985 年のドイツ・ヴァイツゼッカー大統領の第二次大戦後 40 周年における記念演

説の副題を、「過去に目を閉じる者は現在に盲目になる」とし、国民に対し自らの倫理的責任の自覚を

促した。これに対し、同年、中曽根首相は「戦後政治の総決算」を掲げつつも、Ａ級戦犯を祀る靖国神

社に公式参拝するなど、日独両国は相互に、相反する方向性を見せた。  

 それら戦後処理過程を両国の各基層文化にもとづく倫理性の差異を明らかにすることが、日本社会に

おける権力と文化の連続性に関する新たな所見を明らかにするための糸口になると考えられる。 

 

a.ドイツにおける戦後処理  第二次大戦後日独両国とも国内的に大きな混乱を抱え、戦後処理は後手

に回っていた。日本に関しては、戦後５年の 1950 年、朝鮮半島の分断による動乱が約 3 年間続いたこ

とによる軍事特需が、日本の経済的疲弊を救済した。それが 60 年代以降の高度経済成長のきっかけと
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なり、見かけのうえで
．．．．．．．

の国内的安定を得る原因となった。 

 しかし、必ずしもそのような外的に幸運な契機を持たなかったドイツは、少なくとも戦後 20 年程は

戦後の社会的混乱を自力で収拾せざるを得なかった。 

 むろん、それは自国の経済状態を安定させるばかりでなく、ドイツ・ナチズムによるユダヤ人大量殺

戮に対する戦争責任なる観点と共に、それ自体を人権問題として問い、倫理的問題として自らの責任を

追及し始めた。 

 すなわち、連合国によるニュルンベルクの国際司法裁判において、ドイツは他律的に責任追及がなさ

れた他、その後、自国における各地方の法廷において、自律的な
．．．．

責任追及を行い、それは、事実上現在

も続行中である。 

 また後者に関しては、①司法追訴、②被害補償、③ネオナチに対する規制、④現代史に関する教育と

研究、⑤公的記憶（記録）の形成なる５つの分野に明快に区分し、粘り強く、繰り返し、継続的に追跡

してきた。 

 それらは、戦後ドイツの新憲法の冒頭に記される基本法第１条に「人間の尊厳を侵してはならない（中

略）ドイツ国民は、人権の擁護があらゆる共同体、世界平和と正義の基本であることを確認する」と唱

うのは、自らの戦争責任に対し深い反省を込めている証であり、その基本理念を背景に戦後処理を継続

してきたのは、疑うべくもない。 

 

① 司法訴追  ニュルンベルク裁判・アメリカ検事団長のロバート・ジャクソン連邦最高裁判事の上

司で、当時アメリカ連邦最高裁長官だった H・フィスケ・ストーン判事は、1946 年の米雑誌『フォーチ

ュン』の記者とのインタビューに次のように答えている。 

 「ニュルンベルク裁判は、戦勝国が敗戦国に正当性を押し付けた裁判であった。つまり、敗戦国が侵

略戦争を行ったということです。しかも今でも残念に思うことは、それは裁判ではなく、敗戦国に対す

る戦勝国の政治行動だったという意味で、法的には全く根拠を欠いた裁判だったということです」。「

ニュルンベルク裁判はコモン・ロー（不文法または自然法）、あるいは憲法の装いの下で罪人を裁いた

のであり、いかなる戦争においても、敗戦国の指導者は戦勝国によって処刑されねばならないと言う命

題を支持してしまったのです」。 

 しかしながら、戦後ドイツは独自に、ナチスによる殺人犯罪に対する時効を廃止し、永久にそれを追

求することを 1979 年の国会で決議しており、したがって、その追求は現在も続いている。東西統一前

の西ドイツではニュルンベルク裁判による国際軍事裁判だけでなく、自国内の裁判所において、９万人

を越えるナチス関係者が裁判にかけられ、７千件近い有罪判決が下されている。むろん、現在も訴追す

べき犯罪逃亡者を求め、国内外に捜査の手を緩めていない。 

 その一端が、ネオナチに対する規制、として現れている。 

 一例として、J・デミアックが遭遇した例を示すと、もともとウクライナ人の彼がソ連軍兵士として

参戦したとき、ドイツ軍の捕虜になって過酷な扱いを受けた。しかし、彼はナチス親衛隊に忠誠を誓い

、強制収容所の看守になって、生きる道を選んだ。戦後彼はアメリカに移住したが、強制収容所の看守

であった疑いでエスライルに移送され裁判にかけられたが、その真偽が判らないままであった。21世紀

に入り、ドイツ検察庁のデミアックが 1940 年代に持っていた親衛隊の身分証明書を発見するに至り、2

009 年に再逮捕されドイツ国内で、個人の罪として禁固５年の有罪判決を受けた。当年彼はすでに 91 歳

になっていた。 

 

② 被害補償  1952 年に、西ドイツの対イスラエルとの交渉によるルクセンブルグ協定にもとづき、

ユダヤ人被害者にたいし、345.5 億マルク（当時の１マルク＝114.42 円）が支払われた。また、56年の

連邦補償法により、人種・信仰・世界観、あるいは政治的理由やナチズムに対する抵抗運動などの理由

で迫害を受けた人々に対し、679 億マルクが支払われ、ドイツ兵の遺族補償に 1000 億マルクが支払われ

た。その他、ヨーロッパ 12 か国との包括的協定によって 10億マルクが支払われた。 

 その後 1992 年のドイツ統一まで持ち越されてきた問題として、ポーランドに５億マルクの「和解基
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金」が設立され、ナチスの収容所に収容された人々や、ドイツ企業で強制労働をさせられた人々に対す

る償いがされた。また 93年には、ロシア、ベラルーシ、ウクライに、同様の意味で 10 億マルクの支払

い協約が結ばれた。その後も数々の賠償や補償に、2009 年までに総額 671 億 1800 万ユーロが支払わら

れたことが明らかとなっている。 

 むろん、それらドイツ政府の方針の決定に際し、特に上記①に関し国内世論が二分されたが、当時の

ドイツ政府は国家の信用を取り戻すためにと国民を説得した結果、市民一般や宗教団体の運動に広がっ

た。そしてその実践は茨のごとく苦難の連続であったが、結果として、ドイツの民主主義や人権（人間

ゆえに享有する権利として、すべての人間が生まれながらに持っていると考えられている社会的権利）

意識を成熟化する契機になり、民主主義に要する倫理的国民意識を高める結果をもたらした。 

 それは、哲学者 K・ヤスパースが戦後程なく、ナチスの指導者やそれに同調した活動家の刑法上ある

いは政治上の弾劾はもとより、国民一般の道義上の罪をも糾弾したことに表れている。彼は言う｢私が

他者の殺害を阻止するために命を投げ出さないでいたとすれば、私は自分に罪があると感じる。（中略）

このようなことが行われたあとでも、まだ私が生きているということが、拭うことができない罪となっ

て私の上にかぶさるのである」（ヤスパース「われわれの戦争責任について」ちくま学芸文庫、2015） 

 そして、その 40年後のドイツ大統領ワイツゼッカーの演説で「罪の有無、老若いずれを問わず、我々

全員が過去を引く受けねばならない。（中略）過去に眼を閉ざす者は結局のところ、現在にも盲目とな

る」と言い、前述のヤスパースの倫理的責任を踏襲している。（ワイツゼッカー「荒れ野の 40 年」岩波ブッ

クレット、2009） 

 ただし、ヤスパースやワイツゼッカーの考えは、その当時としては少数意見に属していたのであるが、

これまでのドイツの戦後処理のプロセスを見る限り、国家自らの倫理意識として十字架の重さを背景に

した認識であったと思わせるものがある。そして、現に彼らオピニオンリーダーの考えを国民が受け入

れているばかりでなく、それが形骸化しないように、ナチスの犯罪と共に、義務教育課程の現場で、執

拗に次代に教え継がれているのが実情である。 

 それが、④現代史に関する教育・研究として、ドイツ国民がナチ犯罪に対する再発防止への自己規制

を実践していることになるし、それによってこそ、戦争による罪は後世代にないものの、その責任は受
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

け継がれる
．．．．．

ことになる。 

 

ｂ. 日本における戦後処理 

 前記ドイツにおける積極的と言える戦後処理状況と比較するなら、日本の戦後処理はきわめて限定的

で受動的なものであり、しかも現在に至るも不完全なままで放置されている状態にあると言わねばなら

ない。その点において、日独間のそれぞれの文化的背景が極めて大きく影響していると思われるのであ

り、そこに、本稿で検討すべき日本の問題が浮上する。改めて、日本の戦後処理過程の一端を以下にみ

ることにする。 

  日本の戦後処理がドイツと異なる点は、ドイツに対する戦後占領体制が、当初、米、英、仏、露の４

か国による分割占領であったのに対し、日本は事実上アメリカ主導の単独占領下に置かれたことにある。

このことが、日本がその後、強固にアメリカによる冷戦体制下に組み込まれることになった。と同時に、

ニュルンベルク裁判でナチスの戦争犯罪が過酷なまでに追及されたことに反し、日本においては、天皇

の戦争責任を始め、植民地支配への糾弾が国内的に十分になされなかったことは、両国の文化基底の相

違に繋がっている。 

 すなわち、日本が戦争責任を自らの問題として追及する機会をなし崩しに失ったとすれば、後述する

日本の基層文化の在り方に沿った、戦後処理を自律的に行い難くした原因をも創っていると考えること

ができる。それは何か？ 

基本的人権  新日本国憲法〔第 11 条〕で、「国民はすべての基本的人権の享有を妨げられない。こ

の憲法が国民に保障する基本的人権は侵すことのできない永久の権利として現在及び将来の国民に与

えられる」と記載されている。これを見る限り、前記ドイツ憲法基本法第１条と比較し、①基本法とし
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て人権の記載位置が後方に退いており、かつ、②その内容が、日本国民への内向なメッセージとなって

狭矮化されている。それにより、民主主義を唱う新憲法の内容として、国内外に対し戦争責任を感じさ
．．．．．．．．．．．．．．

せない内容
．．．．．

となっている。 

日本の対外補償  敗戦国となった日本は、米国を始めとする連合国の６年にわたる占領期間を経て、

1951 年にサンフランシスコ条約を結んだ結果、連合国側 48か国と講和を結び、そのうち 27か国に対す

る２国間協定により各種賠償がされた。その内訳は、 

① 賠償および無補償経済協力（準賠償） 

② 戦後処理的性格を有する贈与・借款 

③ 軍需工場など日本国内の資本設備を、かつて日本が支配した国々に移転、譲渡する。（中間賠償） 

④ 戦前、日本政府や企業、個人が海外に有していた在外資産を、諸外国へ引き渡す。 

 の４つからなる。 

 その補償総額は約 6566 億円、在外資産の喪失に伴う補償約 3795 億円、その他の補償を含め総額１兆

300 億円となっている。 

これは、ドイツが支払った円換算 8.7 兆円に比べるとかなり低い。むろん、両国による被害範囲とそ

の総量を比較することは容易でないので、安易な比較は避けなければならない。しかし、両国の賠償対

象の共通概念は２国間賠償であるものの、日本になくドイツにあるのは個人賠償が重視されていたこと

であった。ドイツ軍の戦渦により個々人が如何に被害を受けたのかが重視されているのである。ここに

は、ドイツの国民性としての個人主義、あるいは、民主主義に立ち返ったことを意味する「個々人の人

権はすべて平等である」の概念が普遍化されている。 

 例えば、ユダヤ人 600 万人虐殺に対し、円換算で６千億円の他、内外の広範な個人的賠償請求訴訟に

対し膨大な賠償がなされている。 

 それと比較すると、1945 年の沖縄戦で犠牲になった民間人９万４千人のうち５万 2332 人を 1959 年沖

縄地裁は「戦闘参加者（軍の物資を搬送したとみなす準軍属）」として「戦傷病者戦没者遺族等援護法」

の対象とする補償の対象となったが、その他は無視され、現在も最高齢者 93 歳を筆頭とする 79 名によ

る訴訟が行われている。 

 ドイツであれば、被害を受けた客観的事実が認められれば即時に被害の賠償対象になるが、日本の文

化的事情ではそれが許されない一例である。 

 

戦後日本の政治状況  幕末から明治維新にかけて、倒幕に参加した者たちや明治新政府形成に尽力し

た者たちが熟慮したことは「新たな国体を如何に創るか」であった。そもそも、その国体なる概念は他

国から観た場合は曖昧模糊としたものであった。その理由は、概念の中心に皇統が神道を中心にした日

本の伝統文化を為したものが在るとして、それは「家族国家」的概念と言えるものであったからである。 

 したがって、第二次大戦の戦後処理に当たった者たちの基本政策が、その
．．

「国体護持」に向かったの

は、ある意味で当然と言えるものであった。だが、その戦後処理の方向性は、ドイツがナチス・ファシ

ズムを徹底的に糾弾することにより内外の同意を得、それにより新たな国家建設を目指しうるとしたこ

とと異なり、日・独間の施策において、外向き、内向きの正反対とも言える方向性を採った原因を創っ

た。 

 すなわち、戦後日本における天皇や戦犯の処罰は GHQ のマッカーサーに任されていて、当初マッカー

サーは天皇制の廃止を行う方針でいた。しかし、1946 年首相に就いた吉田茂はマッカーサーに「天皇制

を廃止すると日本の国体が消滅する」と重ねて談判し、天皇制を存続することに成功したことは広く知

られている。それは、明治憲法以来、天皇に全権が委任された事とともに、象徴としてでも天皇が国家

的精神の中心に存続することに「国体の護持」概念を重ねたことに無理があり、また、新憲法が「主権

が国民に在る」とする内容とも、相容れない部分を残さざるを得ない結果を生じた。そのように、国政

における実権の在り方において極めて曖昧な状況を創ることになったのが「国体の護持」概念であった

ものの、その後の曖昧なうちに戦後処理が進められたことと期を一にするのである。  
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 それは再び、日本の通史を貫く「国体」概念の伝統が有する曖昧さから来るものであり、日本の近代

化を急いだ明治政府の各種施策から現代政治に至るまで、その曖昧さが通底されている根拠を探すこと

に暇がないし、最悪な事例として、日清・日露とその後の大戦の各プロセスに露呈していたことは明ら

かである。 

 1911 年の夏、夏目漱石が和歌山における「現代日本の開花」と題する講演で「開花というものがいか

に進歩しても、案外その開花の賜として吾々の受くる安心の度は微弱なもので、競争その他からイライ

ラしなければならない心配を勘定に入れると、吾人の幸福は野蛮時代とそう変わりはなさそうである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

上

に(中略)、現代日本が置かれている特殊の状況によって、吾々の開花が機械的な変化を余儀なくされる

ためにただ上皮を滑って行き、また滑るまいとして踏ん張るために神経衰弱になるとすれば、どうも日

本人は気の毒と言わんか、誠に言語道断の窮状に陥ったものであります」と言う言葉は、再度、現代の

日本社会も同様に抱えている問題であり、その程度と状況は日々変わってると、捉えることができる。

（夏目「私の個人主義」講談社学術文庫、1983）   

 それは、日本の基層文化と明治以降に移入された西洋文明が社会的に異質な存在として、内在的に解

消しないままに放置されてきた状況に、その原因があると観られる。この点に関しては、さらに次節で

検討する。 

 

1-3. 日･独社会の文化と権力の相互関係  

  日本における基層文化は本質において権力をその中心に置かない社会構成で成立したのであり、それ

に対し、西洋文明を移植した明治維新における日本の近代化は、明らかに権力構造を内包し、両者の無

批判的同居による日本社会の構造は、曖昧な状況を内在したままに今日まで放置されていると観ること

ができる。そのような日本の状況を戦後も国体護持論で言う「国体」と称するのである。それゆえに、

その国体の中身が問われる。 

 さて、筆者は社会を基礎づけている最も底辺にあるものを基層文化と呼ぶが、ドイツの民俗学者 H・

ナウマン（1854 -1927）は、一民族の文化が「基層文化」と「表層文化」の２重構造をなしているとす

る言説の、前者を指している。   

基層文化の成り立ちは、いわゆる原始社会の慣習の中で自然的に成立したものであり、高度な価値の

創造を目指した文明的に変化し続ける「文明」とその間にある「表層文化」と異なり、素朴で日常的、

集団的、類型的に区別されうる伝承性の強い文化を言う。学問的には心理学、民俗学、歴史学の各分野

で扱われる。この基層文化は日常的文化として、常にその表層文化の基底に潜んでおり、日常における

社会的反復性を生起させる際だった特徴をなしている。（H・ナウマン「ドイツ民俗学」岩崎美術社、1981） 

 

日独基層文化差の原点  日本社会の現状認識に接近するには H・ナウマンが言うところの、日本．．の「基

層文化」を認識しなければならない。そのために、西洋文化のひとつとしてドイツ社会との比較が有効

であると考えられる。 

 この場合、古代史で言われる狩猟・採集文化は両国において大きな差がないとすれば、両「基層文化」

の差は次の歴史的段階に求めなければならない。しかし、それをどこに求めるかは長い間、民俗学・歴

史学での論争の種となっていた。 

 それは最近、思わぬところから実証的な仮説が生じた。すなわち、アメリカ・バージニア大学・文化

心理学の T・タルヘルム博士が、水稲栽培（主に東アジア）地域と小麦栽培（西欧その他）の地域では

民族性が大きく異なることを提唱したことにある。（T･Talhelm and others「Large-Scale Psychological 

defferences Within China Explaind by Rice Versus Wheat Agriculture」SCIENCE、2014.6） 

 それまで、世界各地の文化は多様な宗教、政治、風土、技術など多くの要素が関係しており、その基

層文化に与える影響を一義的に説明することは困難であるとの考えが学会レベルでの定説であった。 

 ところで、小麦栽培と水稲栽培の起源に関し以下の学説がある。すなわち、小麦栽培の起源は、紀元

前９千年頃にイスラエルに始まり、紀元前３千前年には全ヨーロッパと中国（主に揚子江北側の寒冷地）

に広まった。そして、水稲栽培は紀元前７千年頃中国の揚子江中流域に始まり、同５～３千年頃には温
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暖な揚子江下流域の南側全体に水稲栽培による農耕社会が創られ、同時に東アジアに伝播した。日本に

は弥生時代に伝わったとの説が有力であるが、縄文後期説もある。日本に伝播した水稲栽培は、その後

寒冷地向けの改良が加えられ、日本全土で栽培可能な改良がされた。 

 さて、そのような両穀物のほぼ同時期の栽培開始がなされた中国に着目し、T･タルヘルム率いる研究

チームが中国に向かい、揚子江の北と南の文化を探った。その北側では主に小麦栽培を、南側では水稲

栽培が盛んに行われていた。その揚子江両岸の地域で計 1162 人を対象に、文化的思考、絶対的な個人

主義、忠誠心、縁故主義などについて、綿密な調査が行われた。 

 その結果「水稲栽培をする地域では、その労働の厳しさから、近隣の人々と協働する必要があるため、

集団的で全体主義的な思考傾向が強くなる傾向があった。一方、小麦栽培の地域でも共同作業がされる

ことはあるものの、水稲栽培と比較し労働量が大幅に軽減され、他者との協力が少なく済むため、自律

的で分析的な思考性となることから個人主義的傾向が強くなる」という研究結果を得た。 

 

水稲･小麦両文化が創り出す社会の相違  個人主義的社会を創りやすい小麦栽培文化において、仮に、

その社会の構成員が全て異なる志向性にあるとしても、社会形成のための求心力として、宗教的権威、

あるいは現代の民主主義社会では、社会の構成員が合意形成した憲法などに対し忠誠を誓う必要がある。

そして、ドイツを含む西欧諸国では、その精神的求心力としてユダヤ・キリスト教を中心とする宗教的

権威があり、社会的忠誠による信頼を権力的シンボルとする憲法とその保善を委任される大統領や首相

をたてる必要がある。 

 他方、全体主義的社会を創りやすい水稲栽培文化では、その社会に何らかの絶対的権力を要するか、

あるいは絶対権力者を置かず、社会構成員の相互的合意にもとづく社会を運営することになる。すなわ

ち、前者は社会の構成員数として多人数を擁する豪農・小作社会であり、後者の場合は、10 軒内外から

なる比較的小さな社会で、絶えず相互に協力し合う必要のある社会状況が想定され、これが、弥生時代

以来と考えられる日本における典型的水稲栽培社会である。 

 

日本の基層文化と権力  以上のように２種類の穀物栽培の労働形態の差に観られたように、栽培作業

が個人主体か共同体主体かで、それぞれの社会形態の差が生じるであろうとの説は納得し易い。そのて

んに関し、日本は水稲栽培開始以来、家族的共同体（ムラ）的社会を形成したと言えるが、現代で言わ

れる個人や小集団による強力な指導で導かれる全体主義（ファシズム）社会と異なり、弱い権威主義社

会であったと観られる。ただし、室町時代以降の武士社会は、神道的権威としての天皇を擁する稲作共

同体の基層文化を有しており、江戸徳川幕府はその上に武力による権力構造を築いたのであるが、西洋

世界のような中央集中政権体制とは異なっていた。なぜなら、その多くの外様大名は徳川政権の縛りか

ら比較的自由で、実質的に分権体制を敷いていたからである。 

 すなわち、日本における水稲栽培を通してムラ社会を形成した場合は、通常 10 軒内外の水稲農家の

集団が考えられるが、そこには和を乱さないための強力なリーダーを必要としない。たまに豪農なる農

家を生じたが、多くは神道や仏教的な宗教的依り代に共同体の権威を委託する形を採っていた。そのよ

うな共同体社会が自ら紛争を生じさせることは考えにくく、また極東の島国なる地理的条件から、現代

に繋がる、基本的に平和な精神を宿す基層文化を形成したことになる。そこには社会を紐帯する明示的

な「法」とそれに信を置く社会を要さなかった。「安心社会」は「信頼社会」に比し、より原始的にみ

られがちであるが、いずれも民主主義社会の要件を擁している。 

 また、それら共同体が集合した日本社会が、いわゆる平和国家を創るための権威的表徴として、神道

を背景とする天皇の存在をのりしろとしていると考えれば、通称「瑞穂の国」としての国民性の概念が

創造される。ただし、これが後に言われる「国体護持」概念で言う国体と異なることに、注意を要する。 

            

菊と刀  1936 年 R･ベネディクトは、アメリカ合衆国が第二次世界大戦に参入するに当たり、敵国に

関連した情報や研究の助言を得るため、米・戦時情報局が招集した代表的な社会人類学者の一人であっ

た。そこで重要視されたのが日本研究の結果を纏めた「菊と刀」であった。彼女は一度も来日すること

https://ja.wikipedia.org/wiki/1936%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AC%AC%E4%BA%8C%E6%AC%A1%E4%B8%96%E7%95%8C%E5%A4%A7%E6%88%A6
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なくして、日本の国情を事細かに見抜いていた事実は驚くべきことである。（長谷川訳「菊と刀-日本文化

の型（上・下）」講談社学術文庫, 2005） 

 筆者が考える社会形成の必要条件は、人間を含むあらゆる生物社会を形成させる根源的な要因として、

各個々人間に「共感」作用が存在することである。 

 ベネデクトは日本人の国民性を、その歴史を貫いた精緻な検討がなされており、義理と人情を基本と

した「恥の文化」であると規定している。たとえば、農村社会では、自他の会話において、まず自分が

発話する場合は、それを他者がいかに感じるかを予想して発言し、同様に他者も私の考えを忖度し返事

をする。それを、相互の人徳を汚さないような社会的な振る舞いであるとする。 

 すなわち、それを欠いたら「恥を欠く」ことになり、たちまち共同体としての社会的形成が困難にな

る。そのような会話における相互的共感は、いかなる国民においてもありうるが、日本におけるそれは

「恥の文化」として直感的・感性的になされるところが、西欧の個人主義文化と異なるところである。 

 前述のように、10 軒内外の水稲栽培の集落であれば、そこでの田植えや、刈り入れ作業その他で多数

が協力し合わなければならない条件下で、村人達にとり集落の平和を維持することが必須条件となる。

さらに、幾つかの集落が村落を創る場合は神社や寺が村落の権威的な存在となり、村落の安定を司る役

割を負う。そこでは、絶対的権力の存在は争いの元凶として避けねばならなかったのであり、社会的協
．．．．

働を要する状況と、毎年の収穫がほぼ一定量であるという条件のもとに、日本の基層文化としての「安
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

定社会」が築かれた
．．．．．．．．．

。 

 そのような農村社会も、明治政府が大土地所有制度を制定した後は、自立農家が減少し始め、太平洋

戦争直前の農業人口は最盛期であった大正時代の 60％程に減少した。そして、戦後は各種農機具の発達

と普及による個人的な作業環境が整い、日本の基層文化を担ってきた農村社会において、徐々に従来の

濃密な「共感」性を要しなくなった。それのみならず、戦後の高度成長期には農村の子弟が都市に移る

などの理由で、農村人口が減り続け、現代日本のカロリーベースの食料自給率は 1965 年で 73％、90 年

で 48％、2010 年で 39％と急減し、国家の自立条件として、由々しい状況を招いている。しかし、その

状況に対し国政による積極的な動きはみられない。 

 加えて、今日に至る高度経済成長に伴う一貫した生活の効率化志向は、各種情報を溢れさせたが、そ

れがますます人々の孤立化を招き、従来の「共感文化」の衰退を加速させている傾向にある。そのてん

で、日本の社会的安定性に関し憂慮される状況が拡大している。 

 前述のように、鎌倉から江戸時代にかけ、農村社会にも権力社会とも見られる武家社会が存在してい

たが、それぞれにおける（共感としての）基層文化が、基本的に共有されていたとベネデクトは視てい

た。まさに慧眼である。  

すなわち、鎌倉幕府の北条泰時は 1232 年（貞永 1年）､「道理」を理念として、武家法として最初の

成文法典である「御成敗式目」を制定し、下って、江戸幕府を築いた徳川家康は、全国統治権に対する

倫理的基礎を公的に確定したうえで、1615 年（元和 1年）7月「武家諸法度」を制定・公布し 264 年に

及ぶ権勢を敷いた。これら幕府は西洋でいう絶対王権制に匹敵するものの、特に江戸幕府は配下の武家

に武道と共に学問所を開き、主に朱子学を学ばさせ徳を積むように奨励した。徳を積むことは、武家内

での「共感」を増し恥を欠かないことであり、恥をかくことは武士にとり罪を犯す以上に重大事であっ

た。このてんで、武家社会は稲作共同体の基層文化を継承していることになる。 

 幕府による行政が西洋の絶対王権制と異なるのは、営農が自作農で、土地を各農民が所有し、農民は

五公五民の税を米で支払らっていたが、年ごとに収穫量に差が生じるので、農民の代表はその都度米代

官との折衝を要した。このため、農民の子弟も寺小屋に通い自己管理能力を養う必要があった。 

 ここで、農村社会と武家社会の関係で考えられることは、水稲栽培を主体とする農村社会は一貫して

基層文化としての平和な「共感社会」を形成してきたと言えるのに対し、武家社会は同様な基層文化の

上に、幕府による武家法としての権力構造を併存させていたことである。すなわち、ここにいわゆる「安

心社会」と一種の「信頼社会」の併存関係
．．．．

が存在し、安定していたのである。 

 そして、明治期に入り、旧幕の下級武士を主体とする民主主義国家を目指して新政府が誕生するが、

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%95%B7%E8%B0%B7%E5%B7%9D%E6%9D%BE%E6%B2%BB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8F%8A%E3%81%A8%E5%88%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/2005%E5%B9%B4
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表向き天皇を最高権力者とする権力構造社会を創った。しかし、民主主義を十分理解しない国民による

急造国家は、ベネデクトの言う「恥の文化」と整合性をとらないまま天皇に全権を委託した権力構造で

支えた社会として、他に観ることが出来ない社会を創りあげた。それが、今日に至っても形を変えつつ

社会が迷走を続けていると考えざるを得ない原因を創っている。 

 日本国家がそのような政情にあるとの認識のもとに、再び日･独両国における国情の比較から、何が

見え、それがどのように考えられるかを以下で検討する。 

 

日･独戦後裁判の比較  ドイツでは、連合国によるニュルンベルク裁判により、ナチス・ファシズム

の行為に対し324名の死刑判決を下した他、周辺諸国における裁判で合計376名の死刑判決が、そして、

その後のドイツにおける国内裁判で 43名が死刑判決の裁定が下された。 

 ただし、戦後処理の必要性から、ドイツの司法に関わる必要のあると認められた者などは救済され、

非を認めたうえで戦後裁判に再び関わる者がいた。 

 それに対し、日本における極東裁判では、A 級戦犯 25 名、BC 級戦犯 937 名が有罪とされたが、死刑

になったのは東郷秀樹を含めわずか７名に過ぎなかった。日本におけるそのような軽微な量刑結果は、

アメリカ主体の GHQ が戦後のソ連・中国に対する冷戦を予測したためであったと共に、日本を同盟国に

する思惑があったからと考えられている。 

 ただし、死刑を免れた A,BC 級戦犯の多くは、戦後に政界や高級官僚、はたまた主要産業のリーダー

に返り咲いたことは、理想的な民主的憲法で再出発したはずの、その後の日本の政治・経済状況を、再

び歪なものにする原因を創った。その弊害は今日に至っても自律的な刷新がなされたと言えない。また、

日本における明治維新以来の文化的混乱と相まって、今日に至る民主主義国としての政治的骨格を不透

明なものにしている。この点に関し、今日までの日本社会の文化と文明の整合性を著しく欠如させてい

るし、そして、それが理想的とされる戦後･新憲法の精神と裏腹に、政治における社会的権力の固定化

とその権力の行使において不透明さを招いている原因となっている。 

 

ドイツの戦後政治改革  ドイツは 19 世紀以前、ベルリンを中心にする北方プロイセンのドイツ人は

思慮深く堅実な思考傾向があり、片や、アルプスに近い南部のミュンヘンを中心とするバイエルン人は

酪農農民を中心にして、おおらかな気性に溢れているとされる。そのような事情からも、近代以前は多

数の封建君主国家に分かれていた。そのような地方分権意識が強いままに、1815 年にドイツ連邦が誕生

し、そして戦後 1949 年に 16の州議会と一つの連邦議会が連動して運営される、戦後ドイツ連邦共和国

が新たに生じた。 

 民主主義社会を健全に維持するには、政治的に保守主義とリベラリズムが共存し、かつ、国家全体と

して緊張した中での平衡関係を保つことであるとの認識は、古来言われてきたことである。ドイツでは、

保守政党であるキリスト教民主同盟（CDU)とリベラルである社会民主党（SPD）の二大政党、それに戦

後に緑の党などが加わり、戦後一貫して政権交代をしつつ機能している。 

 それに、16 の州政府はそれぞれが独自の憲法を有し、かつ、首相を始めとする内閣を有しており、日

本における都道府県が有する権限を遙かに超えている。それゆえ、連邦政府と州政府間の役割は、どち

らが担った方が効率がよいかを顧慮し行政の分担も厳密に決められている。例えば、軍事や外交などは

連邦政府が担い、その他教育、司法や警察などの多くは州政府が担っている。 

 州政府の影響はそれに限らず、日本の参議院に相当する連邦上院は、州政府の代表により構成されて
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

いるのであり、その議席配分は州議会選挙において何れの政党が勝利を収めた
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

かにより決定される
．．．．．．．．．

とこ

ろの合理性を有する。それゆえ、日本の衆議院に相当する連邦下院と上院における２大政党間のねじれ

現象は常態化しているものの、各州政府の同意が得られない場合は、いかなる法案も連邦上院を通過さ

せることができない程の厳格さを有している。 

 しかも、連邦レベルの政策の多くは、分権化された各州における実施を必要とするので、その分権的

障壁により官僚や政党の意志が腐敗に結びつくことが防がれている。 

 このような、連法議会と州議会の関連制度が創られたのは、ナチス時代の反省にたったものであり、
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地方議会を分権強化し、中央政府が独走出来ないシステムを創ったことになる。また現在、ドイツ中央

政府はヨーロッパ連合 EU の中心的役割を果たしており、したがって、そのように内外に責任が集中す

るドイツ首相に課せられる政治手腕はかなり高度なものが要求されている。 

 また大統領は、連邦議会と州議会の代表から構成される連邦会議の選挙によって選ばれ、国家元首と

しての首相を任命する立場にあり、その存在は政治的に中立であり、いかなる政党にも傾倒してはなら

ない。その大きな役割は、連邦首相を推薦した後、ドイツ連邦議会下院の議員の中から過半数の賛成に

より選出されて内閣が組閣される。それは言わば、形式的な手続き上の役割と言えるが、国民にとって

権威の象徴であり、その人格が国民の尊敬に値する人格を備えている者が選出されるのが慣例であり、

かつての日本における天皇の地位に相当する役割を担っていると言えよう。 

 以上のように明快な政治構造と行政形態を有するドイツに対し、日本の戦後政治は民主的な新憲法の

もとでも、一貫して政党による凝集力が弱く、官僚と政治家の関係もその時々により変化してきた。特

に与党議員は官僚制から独立しておらず、各省庁から移席した議員も少なからずおり、与党議員の介入

は割拠性を強める側面がある。その意味で制度上の権力と実質的な権力の所在が不明になり、その結果、

広く権力が政府部内に拡散する結果、政府活動における統制全体が難しくなる。（飯尾「日本の統治構

造」中公新書、2009） 

 この傾向は、日本人の「基層文化」に由来する
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

のであり、外来文化である「法の下での民主主義」が、

未だ日本に定着していないことを示している。 

 

戦後日独首相の任期  戦後ドイツは 1948 年まで連合国軍に支配され、国家として存立していなかっ

た。その後、1949 年のＫ･アデナウア-から現Ａ･メルケルに至る計７人の首相により運営されてきた。

最も在任期間の長かったのはＨ･コールで約 16 年間に及び長期政権にあった。その次は初代首相のＫ･

アデナウア-で 14 年間、次は現役のＡ･メルケルで 12年以上と継続中である。戦後の首相７人の平均在

任月数は、およそ７年１ヶ月であり、比較的安定で堅実な国家運営がなされたと言える。 

 特に、戦後ドイツで長期政権を維持したアデナウアーとコール元首相は、時折宰相と呼ばれるほどの

安定な政権を示した他、他の５名の首相も大きな不安定さを示すことなく、一貫してドイツ再生のため

に尽し
．．

、現在では西洋各国から最もバランス良く成長した国として、自他共に認められている。 

 これに対し、戦後日本の歴代首相は合計 35 人に及び、その 1945～2017 年間の平均在任期間は、およ

そ２年である。最長任期で１位が佐藤栄作氏約８年、2 位は吉田茂氏の約６年、３位が現安部晋三氏の

５年未満である。最短任期は伊藤正義氏の約１か月、羽田孜氏、宇野宗佑氏の約２ヶ月であった。 

 また衆議院選挙の選挙人投票率の推移をみれば、明治の始めに 90％を越えることがあったが、戦後の

男女普通選挙の導入以降は約75％前後で推移していた。1996年の小選挙区制導入後の衆院選挙では60％、

直近の 2014 年の同選挙では 52.66％と危機的状態にある。それに対しドイツ連邦議会選挙における投票

率の調査年を 1990～2013 年に限り、そのうち日本との投票時期の近似年として 1992 年が 79.10％、そ

して 2013 年が 70.8％であり、ドイツが日本に対し、両年とも 18％強投票率が上回っている。

（www.jstge.go.jp/art:cle/1986/pft）、（www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/sonota/ritu/) 

  

  また、日本の歴代首相の業績を 100 点満点評価とランキング評価の結果で示すと、伊藤博文 90.5（１

位）山県有朋 82.5（２位）原敬 81.5（３位）まで戦前時であるが、戦後では、第１時吉田茂 79.0（４

位）池田勇人 76.0（5 位）、岸信介 75.5（６位）で、12 位の佐藤栄作までの間は戦後の首相が占めて

いる。（本ランキングは福田和也「総理の値打ち」新潮新書、2005 と八幡「歴代総理の通信簿」PHP 文庫、2003 による

評価を平均化表示したものである） 

 戦後日本の政治状況として、首相の平均在任年数２年は、任期４年の半ばで首相交代をしていること

になり、与えられた役職で一定の成果を挙げるには余りにも短期過ぎる。前述のように、近年の選挙投

票率がドイツに比し 18％強と低く、今後投票率 50％を下回ると予想される中で、国家として民主政治

の在り方が問われる事態に遭遇していると言わねばならないが、それにも関わらず、日本の政状に危機

的状況を感知できない。 
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日本の歴代首相の出自と評価   ここで、前記参考文献・八幡氏のデータをもとにして、明治維新以

来今日までを４期に分け、各期の歴代首相の人数、平均任期などを表１に示す。 

 

                    表１.日本の首相の任期 

           時期      首相人数  平均評価（10 点満点）  平均在任期間   

          明治期   ６(5)名   7.1(8.5)/45 年間      7.6 年/名 

  大正期         ８名    6.1/15 年間     1.9 年/名    

 昭和戦前期    15 名        4.0/19 年間     1.3 年/名 

         昭和戦後期    36 名    5.2/72 年間         2.0 年/名 

  

 45 年間の明治期の首相総数６名は、４期の中で最も少なく、１名当たりの平均在任期間も 7.6 年と最

も長い。ただし、伊藤博文に関し間欠的に４期に分かれて在任しているなどの特異な例が、その他の者

にもある。ただし、4 期の内で平均評価が 7.1 と最も高いことは注目される。しかも、表１のカッコ内

に示すように、この評価も５代目の大隈重信氏の評価１を除く５名の平均評価は 8.5 と高くなる。その

意味で、明治期の政情は、経験が浅いに関わらず、民主主義を比較的平穏に、かつ高度なレベルで維持

しえた、と言うことが出来る。その理由として、まさに慣れない政治体制に対し慎重に対峙したことが

伺える。 

 次に、大正期には大隈氏のような特異な事例はないが、わずか４年間で首相交代が８名にのぼり、そ

のうち桂、山本、寺内、加藤らは陸軍大臣や陸軍大将から首相になったのであり、この頃から、いわゆ

る軍属政治の傾向を示し始めていた。大隈氏を除く 5名の平均評価 8.5 と比較れば、大正期の首相の評

価 6.1 は急激に低下したことになる。それが、昭和６年に生じた日本がその後の戦争に繋がる、国際紛

争として満州事変を生じさせたことに端を発する。 

 さらに、昭和戦前期の 19 年間では、15 名中７名の首相が軍属出身であって戦時内閣の様相を呈し、

それゆえ首相の平均任期も短く、一国の首相としての評価も明治以後全４期で最も低いのは当然である。

本期の最後の首相である東条は評価１であり、戦犯として死刑になったことは周知のことでもある。 

 次に、戦後首相の官僚出身者９名のうち、戦後初代首相の吉田氏と７代目の池田各首相は評価 10 で

あり、緊張感を持った施政として十分な業績を残したと言える。しかし、それ以外７名の首相の平均評

価は 7.6 であり、７名の内訳は後代になるほどランクが低下する傾向にあり、最後の宮沢氏は評価４に

止まっている。次に、２世議員から首相になった者が６名おり、その平均ランクは 4.5 である。羽田氏

は任期２か月で短かすぎて評価不能、安部氏は現在暫定４となっている。民主政治として官僚出身や 2

世後継者など権力構造を足場にして首相になることは、国政と人権を歪めかねないと言われ批判された

てきたことである。 

 いずれにしろ、以上に観られる日本の政治状況は、ドイツの政情と比較し、同じ政治権力構造を創り、

かつ、民主的形態を有しながらも、家族・同族的な私情が入り込み易く、自ら民主主義を崩壊させると

ころの私的権力化に傾く傾向にある。それが戦後ドイツとの比較において、日本の首相交代数が平均 3.5

倍であることと、私的・公的なスキャンダルを生じて退陣する者が後を絶たないことを考えれば、少な

くとも民主主義を理解してない者が政治主導している、と受け取られるのであり、それは同時に国家に

広がる「人権」が無視されやすい状況にあることを意味する。 

 対アメリカ政策としての日独の相違として、「問題を抱える米トランプ大統領に対する方針では、安

部晋三首相のように個人的な信頼を築くため「（真っ先に）ゴルフ外交をするのに対し、メルケル氏は

トランプ氏に正面から反対せず、実務的に出来る限り協力すると言うことです」と言うように、大きな

違いがあり、日・独間の政治行動の相違を示している。（独国際安全保障問題研究所・所長 V・ペルテル「求め

られるドイツ」朝日新聞 17 面、2017.9.27） 

日本人の投票心理  日本の政治家が民主主義に沿う客観公平な立場で政策立案を行なっていると思

われることがあるが、それでは、彼らを選ぶ国民がいかなる投票行動をとっているのであろうか？           

 政治学者の三宅一郎による、約 30 年前に投票行動をした人たちに対する調査
．．．．．．．．．．．．．．．．

研究では、 
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①選挙ごとに政策中心で投票先を選ぶ 25％、②政治的知識や関与が多いが、支持政党を変えない 38％、

③少ない情報で投票するが、棄権も多い 22％、④縁故による動員対象になり易い 15％であった。（三宅

「政党支持の分析」創文社、1985） 

 その比率が今日でも変わらないと仮定し、直近である 2014 年の衆院選挙における投票率 53％を考慮

すれば、国民のほぼ半数がすでに投票に無関心であったと認められる。したがって、各投票性向①～④

の各割合もそれぞれ半減することになる。 

 そのうえで、改めて三宅による結果を勘案すると、①と②の投票行動は自律的意志による投票である

と認められるが、③、④には、それが認められず、③は政治無関心、④は他律的であるという意味で、

いずれも、民主主義上、その結果と無投票率を加算すれば、総じて国民の 68％が政治に無関心で無責任

であるという結果になる。 

 さらに、その理由を考えれば、立候補者のほとんどが富裕層であり、その演説内容の多くが立候補理

由が不明確で、真に国民の方を向こうとしない訴えであり、加えて、聴衆である有権者の大部分が選挙

に無関心になるのは当然なことである。 

 加えて、有権者が選挙に無関心になり易いのは、有権者の訴える媒体が数少なく、かつ、時間が限ら

れるテレビ出演や、形骸化している街頭ポスターあるいは通りすがりの街宣車（選挙カーとも言う）の

音声に限られるからである。それに限らず、諸地方選挙においては、各党間の論戦を観るのも珍しく、

有権者による決定権（＝人権）を奪っているなど、それら総体において空転現象がみられる。 

 それらの現状から、民主主義に対する日本国民の理解が未だ貧弱な状態が続く限り、当選した為政者

はその上に立って無責任な行動をとり易いという悪循環を招きやすい。 

その問題解消には、有権者同士の議論を余裕のある時間で放映したり、スウェーデンのように政治教

育の一環として、立候補者を中・高校に招き、生徒らと議論したりする慣習などがあれば政治に実感が

伴い易くなり、社会に民主主義が定着する契機になると思われる。  

 

日本社会の「安心」と「信頼」の現状  改めて日本社会の現状を客観的に観るなら、一般社会の文化

的基盤を「安心社会」と「信頼社会」に区別し、日本がその間のいかなる立ち位置にあるかを探る必要

がある。それを統計データから読み解きたい。（上草「文化と権力（３）」総合知学会定例会資料、2017.8） 

 まず、平和を害すると思われる 24 項目からなる 2007～14 年のイギリス・経済平和研究所調査の世界

平和度指数の結果をみると、日本は OECD 26 カ国中、スペインに次いで２位である。また、「治安がよ

く安心して暮らせる国として 164 カ国中、デンマーク２位、オーストリア３位、スイス５位、フィンラ

ンド６位、カナダ７位に次いで日本は８位であった。なお、ドイツは 17 位、アメリカは 101 位である。 

 訪日外国人による日本に対する身近な安心感は、①レストランやカフェや電車中に忘れ物をしても盗

まれずに保管されていることや、②日本人は笑顔で対応してくれる、などの印象が拡がり近年、外人旅

行客の増加に現れている。 

 ここに、日本の基層文化が外国人に対して素直に表出している
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

と思われる。その一方、②に関しては、

日本人同士の対応関係とはかけ離れた印象を持たざるを得ない。これは、前述のように日本人の「生活

の満足感」に関し世界 57か国中 30位とほぼ中位の結果であることと関連しているように思われる。 

 すなわち、日本人同士の関係では、すでに水稲農耕社会から生じた安心社会としての基層文化が失わ

れつつあるものの、逆に、対外国人の個人的な対応においては、「安心社会」としての基層文化として

の「恥の文化」が表出し易いからと考えられる。 

 一方、日本の「信頼社会」としての現状は、本節の前半に政治問題として分析した通りであるが、国

際共同意識調査である ISSP(International Social Survey Program）の世界 40 か国の調査において、

「政治家は自己利益のみを追求している」と思っている日本人の比率は 49.7％で、40ヵ国中 25位と中

位にある。一方、「政治家は正しいことをしていると信頼」している度合いに関する比率は 8.7％であ

り、国別には下から 4位であり、政治家の国民による信頼度が極めて低くい状態にある。これは、前項

で分析した日本人の投票心理と同根の理由から発しているであろう。（川本「日本国民の政治家への信頼度

はなぜ世界最低レベルなのか」週間ダイヤモンド、2017.2） 
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 以上の結果、日本社会の現状として、日本の基層文化である「安心社会」と明治に移入された民主主

義的「信頼社会」が心理学的に整合して定着しておらず、それのみならず、旧来の日本の基層文化その

ものが、文明の進歩事象により崩壊されているところの逆説的構図を描くことが出来る。そうである限

り、現状で不完全と思われる国体が、さらにその喪失に向かっている可能性がある。 

 次項では、この点につき分析する。 

 

1-4．日･独社会の厚生比較と日本人の心理 

 本項では、信頼社会へ向けた努力を絶やさないドイツと、安心社会を基層文化とする日本との、社会

における厚生状態を比較し、それをもとに日本社会の心的基本構造と問題点を提示したい。 

  

財政政策 ドイツ・メルケル首相の前任者シュレーダー（任期：1998~2005）は、批判を恐れずに国益

を重視し、社会保障サービスと国の歳出削減に努力した。それが現メルケル首相の堅実な政治手腕で開

花している。かつては、国債（借金）に依存する財政運営が続いたが、2009 年に「財政ブレーキ」なる

項目を憲法基本法に加えた結果、13 年までの５年間で財政赤字を 96％も減少することに成功した。現

在も財政赤字は縮小し、対外政策でもドイツは EU における事実上のリーダーとしてメルケルの政治手

腕は国民に信頼されている。 

 一方、日本の税収が 2003 年から 10 年間で 0.5％減ったのと対照的に、ドイツは防衛予算や公務員の

削減策と 2010 年来の好景気が重なり、同期間で、税収を 40.2％増やした。それを成し遂げた理由は、

国民の間で「政府が借金を重ねると、若い世代が莫大な利子に迫られ、将来のドイツ政府が身動きがと

れなくなるので、将来世代に負の遺産を押しつけるのは無責任である」と言う世論に答えた結果であっ

た。それに加え、2016 年以降は毎年、名目 GDP の 0.35％を越える額の債務を禁止することにした。こ

れに対し、日本においては、日銀が紙幣を刷り続けて政府の赤字を賄う「財政ファイナンス」は財政法

で禁じてられているにもかかわらず、限りなく財政破綻に近づこうとしている政策はギャンブルに近い

ものがある。 

 

企業形態とその重要性  日･独両国の大企業比率はドイツ 0.5%、日本 0.3％で 500 人以下の中小企業

の社員数はドイツ 79.2%に対し、日本は 69.4％であり、大差はない。しいて言えば、ドイツは日本に対

し、比較的少ない中小企業で多くの社員を抱えていることである。ただし、企業活動の面で、日本政府

は大企業を優先することで経済発展を志向しており、大部分の中小企業はその下請的な性格に甘んじて

いる。社員の給与も平成 26 年度の厚生労働省の調査では大企業で平均年収約 500 万円、中小企業で約

400 万円であり、従業員 10 人未満の零細企業で 300 万円以下のように差があり、若年労働者の給与が伸

びず、特に若者の貧困化による社会格差が社会的問題となっている。 

 一方、ドイツでは古来、職人組合ギルドの伝統があり、約 800 年前から熟練職人マイスターになるた

めに、ドイツ国内を放浪して腕を磨く放浪職人「ヴァルツ」がおり、その風習は現在も生き残っている。

そのうちマイスター資格を得た者は大企業から零細企業のすべてに就職先が控えている。日本の若者に

大企業へ就職志望する傾向があるのは、政府が大企業を優先する傾向にもよるが、ドイツでは腕の良い

マイスターを擁した従業員500人未満のミッテルシュタントと称する中小企業がドイツ産業の中核を支

えている実態がある。 

 その従業員に対する公的調査によると「私は自分の会社の方針と価値観を共有できるし、ここはすば

らしいコミュニティーだ」と答える人が 97％にのぼった。日本にも独自の技術開発を進め注目される中

小企業が存在するが、ドイツの輸出企業の 98％を占めるミッテルシュタントは、彼らの総売上の２割を

輸出によって稼いでいるほど、国外市場を重視しているし、連邦議会や州議会選挙において、いずれの

政党も人口比の大きなミッテルシュタントの重要性を強調し、常に支援を強調する。この点で、日本と

逆向きな志向性にある。  

 

労働生産性  OECD が定義する労働生産性（労働時間１時間あたりに産み出す GDP）がドイツが 62.2
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＄で調査 33 か国中第 6位に対し、日本は 41.1＄でドイツ比約 60％と低い。 

 その原因を探ると、2012 年の比較では、日本の就業者一人あたりの平均労働時間は 1745 時間であっ

たのに対し、ドイツの場合 1393 時間で 20％程逆に短かった。 

 加えて、ドイツでは 1963 年に、すべての勤労者は 1年間に最低 24日の有給休暇をとる権利があると

法的に定められた。現実には、大半の企業は 30 日間の有給休暇を認めている他に、時間外労働を 1 年

間に10日間分の代休が取れるように認めているので、年間最大 40日間の休暇を取ることが可能である。

そして、そのような有給休暇の消化率が 93％であり、疾病時は最高６週間の休養かつ、給料が支給され

るなど、特に、夏期には山や海へとバカンスを楽しむ人々が多く、職場は閑散となる。 

 それに対し、日本での有給休暇の消化率は 38％であるほか、いわゆるブラック企業による過労死や鬱

病疾患が問題になっているが、ドイツでは労働基準監督署による検査と厳しい監視体制が整っており、

法律による統治が行き渡っている。以上からみる日本と比較したドイツの労働環境が「労働に対する集

中と生活の楽しみ」において、バランスがとれ、かつ効率的な労働環境にある、と言える。（熊谷「日本

とドイツふたつの戦後」集英社新書,2015） 

 

日本社会の心的構造  簡潔であるが図１に、現代日本社会における文化・文明的な心理的構図を示す。 

 同図③における基層文化が、水稲栽培文化か小麦栽培文化かの２つの形態に分けることが可能である

にしても、社会を形成させる必須条件が人々の＜共感＞に依存していることに変わりがない。 

 水稲栽培文化は元来、比較的小集団からなる共同体で成立し、共同体の人々は相互に協力し合わなけ

ればならないと言う社会条件から、暗黙裏な社会的慣習に縛られるが、その慣習に従属する限り「共感」 

 

 

                ① 文明事象（理性的で文明的過程）    

                             

                ② 表層文化（無意識と理性の相互過程）  

                                  ａ          b 

                ③ 基層文化（無意識的な共感過程） 

               『生物社会一般の形成条件としての、共感』    

               図中矢印ａは西欧，ｂは日本の場合で、その方向は影響力を指す        

                        図１. 一般社会の文化・文明の構図 

 

的に「安心社会」を創りあげることが出来る。日本文化の場合、その共感の媒体として神道的精神を挙

げるなら、それは文字で明記された聖典を持たない暗黙的な対象としての同質性を有する。 

 その日本の基層文化が 10 軒内外の集団社会で培われたとすれば、戦後日本の農地改革と農作業にお

ける機械化は、従来の文化の基層としての役目を稀薄化し「安心社会」が形骸化を押し進めてきたと言

わねばならない。 

 一方のドイツなど西洋の基層文化は、その小麦栽培と収穫作業の形態が個人的作業で賄える性質上、

個人主義的社会を創る。ただし、西欧社会の共感媒体は近代以前ではユダヤ・キリスト教（の聖典）で

あり、近代以降は民主主義の中心思想としての「人権的法概念」に信頼を託した「信頼社会」である。

（山岸「安心社会から信頼社会へ」中公新書、1999） 

 そして、両社会における日々の表層文化として目に見える現実生活は、無意識的にも理性的にも基層

文化を基にして営まれていることに変わりがない。 

 17 世紀西洋で生じた近代文明は理性を主体として築かれた社会形態であり、それは西欧社会において
．．．．．．．．

は図１①、②、③のそれぞれの連続性が強く、当然ながら、西洋世界での文明的進展と彼らの信頼文化
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

には一貫した整合性がある
．．．．．．．．．．．．

。すなわち、その整合性のうえで新たに築いた近代文明も「法」に対する信

頼と同様に、信頼の対象になったと言える。 

 それに対し、日本は明治時代に外来の西洋文明と文化的整合性を、ほぼ吟味することなしに移入した
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ために，社会的齟齬と混乱を産む原因を創ったことになる。 

 すなわち，これまでの本稿における検討結果を見る限り、日本における同図②における文化的混乱の

度合いは、対ドイツ社会との比較における各種データに現れていたように、現在までの日本は基層文化
．．．．．．．．．．．．

としての「安心社会」に「信頼社会」を整合化することに成功していない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

。成功してないどころか、図

中③→②→①のように，止まるところを知らない①の文明的変容が、日本人のアイデンティーとしての

基層文化③そのものをも消滅させるかの傾向にある。そして、そのような日本の諸事情は、既に示した

通りである。 

 現代日本が社会的に危機的状況にあるとするなら、さらにそれは国際的渦中における他律的な影響と、

自国内の混乱状況を自ら生じさせるところの、２つの起因が想定される。すなわち，日本の表層文化②

が、安全社会としての基層文化③と信頼社会としての文明事象①の、由来の異なるそれぞれの狭間で、

ますます整合性を失い，社会的混乱を強めていると考えられる。 

 それは、戦後の西欧諸国を模した新憲法の下にありながら、日本政府の治政に首尾一貫性が稀薄であ

り、そのため民主的統制が未だとられておらず、政治的な核心（権力核）を有していないことが、図１

の③日本の基層文化に因る顕れと見ることができるし、また、近年大企業における各種スキャンダルが

頻発しているが、日本における国政のみならず大企業がガバナンス不足を露呈していることと、それぞ

れが同根にあると考えられる。   

 アメリカにおいても、連日のように粉飾決算などのスキャンダルが暴露される大企業は、思想的に守

られてきた米国の資本主義そのものを破壊していると市民運動指導者、R・ラルフ・ネーダーは言う。 

 同氏は、資本主義体制の前提条件とされてきたものとして、(1)所有者は所有物を支配する(2)企業に

は浮き沈みがある(3)契約の自由がある(4)法と秩序の枠組みを必要とする(5)企業は同一条件で競争す

るなど、を列挙する。しかし今日の米国では、①不正経理、利益水増し、企業の金の私的利用により、

大口投資家でさえ企業経営の真実が分からなくなっている。②小企業はつぶれても大企業は大きすぎて

潰ぶせないとされ、経営破たんしても国家に救済される。③大企業は政治献金をばらまくロビイストに

より政府が牛耳られ「企業国家」化している、など資本主義の前提条件が崩れていると言う。（R･ネーダ

ー「ワシントンポスト紙」2002.7.18） 

 もとよりアメリカ社会を追随する日本の政財界も、近年頻発する自らのガバナンス不足から生じる企

業スキャンダルは後を絶たず、それに対する有効な政治的アクションはみられない。それに止まらず、

学問領域でも「原子力発電」の建設からその災害処理や廃炉に至るまでの、客観的で適正な判断による

提言がなされなかったことは、客観的であるべき学問的提言も政治企業風土に追随した志向性にあった

からだと言わねばならない。 

 もとより、それら一連の行動は、日本における基層文化と文明的圧力の狭間にあって、適正な社会構

造を創り出すことが出来ないことにその原因があり、「安心社会」でも「信頼社会」のいずれでもない

日本の国情では、見えない権力操作が介入し易く、社会的な瓦解の恐れがある、と言うことが出来よう。 

 

文明の危機  上記の日本における特異的性状とは別に、1918 年ドイツの哲学者 O.シュペングラーが

著した「西洋の没落」では西洋文明の没落が予言されているが、彼の言説は長い間等閑視されてきた。

彼の説は、歴史とは文明的進化をし続けるだけではなく、古代以来，生成と衰退を繰り返したのだと言

い、文明が秋から冬に差し掛かると、①新興宗教への異様な熱狂と②新技術への異常な関心が巻き起こ

りつつ文明は衰退へ向かうとする。しかし最近、学会その他でシュペングラーの言説が再び蘇りつつあ

る傾向にある。 

 確かに，基層文化としての信頼社会であったはずの戦前のドイツ人が、ヒトラーの巧みな言動に惑わ

されたのは、ヒトラー台頭の初期において、当時ドイツのワイマール憲法に則り，勢力を拡大させただ

けでなく、その最後にファシズムへの熱狂の渦が「宗教的と言える興奮」を招き、政権に就いたからで

あった。しかし、それは短期に国家を滅亡させた。                

 M・プランク社会学教授の W･シュトレークは、社会学の面から次のように言う。70年代、高度成長の

終わりとともに、成長を前提とした完全雇用と賃上げは危機を迎えていた。そこで各国は、名目成長が
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実質成長を肩代わりすることで当面の危機を先送りすることで、インフレによる時間かせぎをした。80

年代には、新自由主義が本格的に始動することにより、各国は規制緩和と民営化に乗り出した。それに

より国の負担は減り、資本の収益は上がり、政府と資本家双方にとって好都合だった。だが、それは巨

額の債務となって戻ってきた。 

 債務解消のために増税や緊縮を行えば、景気後退につながりかねない。危機はリーマン・ショックで

ひとつの頂点を迎えることになった。 

 現在は世界的に、銀行危機、国家債務危機、実体経済危機という三重の危機の渦中にあり、ギリシャ

危機で表面化したユーロ危機は、各国の社会的格差を危険なまでに際立たせ、政治的対立を呼び起こし

た。資本主義は危機の先送りの過程で、民主主義をも解体しつつあり
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、その果てに、シュペングラーが

すでに予言した文明の没落への危機を迎えている、と観ることができる。（W･シュトレーク「時間かせぎの

資本主義」みすず書房,2016） 

 そのようなシュトレークの言説は、現代が文明としての資本主義経済を強調する余り、民主主義を軽

視する傾向があることを指摘していることにもなる.  その点から見て戦後のドイツは、ナチス・ファ

シズムに対する反省と、国家の将来のため対外的な信用を取り戻す必要から、内政・外交に注意を払っ

た政策を進めてきた。内政に関しては、民主主義憲法の下に政府と国民の信頼関係を再構築し、国民重

視の社会を形成してきた、と言えよう。 

 それに対し、社会の厚生的度合いを測る重要な指標の一つに社会的各差としてジニ係数があると考え

られる。収入不平等指数としてのジニ係数が小さいほどその国の経済を中心とする社会的各種格差も小

さいことを表し、0.4 以上は社会騒乱の警戒ライン、0.6 以上は危険ラインにあるとされる。 

 そこで、ジニ係数を 2008 年の国際統計格付けセンターの世界ランキングの収入不平等指数（ジニ係

数）でみると、世界 141 か国中、スウェーデン１位で 0.23、デンマーク５位、フィンランド 11 位に続

き、ドイツが 12位で 0.27、日本が 78位で 0.379 である。アジアでは、社会的不安定とみられる韓国が

29 位 0.311、小国ネパールが 39 位 0.328 と日本を凌いでいる。 

 以上でみる限り、ドイツは北欧３国に近い社会的厚生状態を示しているが、データ上では、日本は社

会的騒乱状態を生じる危険性にある。一方、日本が戦後一貫して追随していると言われるアメリカのジ

ニ係数は、世界 100 位の 0.45 で、すでに社会的騒乱の警戒ライン内にある。その点でその後を追う日

本も、有効な対策を講じない限り、その警戒ライン内に入ることは時間の問題である。 

 また民主主義社会として、政治・行政が国民の人権重視で施策・実行されることが社会的安定を支え

ると考えれば、少なくとも前掲北欧３国とドイツはその方向性にあり、日本の政治状況は国民の厚生状

態の改善に向かわず、あくまでも経済重視を続ける限り、社会的騒乱状態に接近することは現実味を増

し、シュペングラーやシュトレークが予言する文明的に危険な状況に直面していると言わねばならない。

すなわち、現代日本の基層文化と近代以降の文明の在り方は、それら相互の構造的矛盾がますます増大

し、現代に至って日本人の生の安全を保証せず、日本人であることの原点としての基層文化さえ忘却さ

れる危険に晒されていると考えられる。そして、次のように言うことができる。 

 第２次大戦に突入した際の日本は民主政治が機能せず、軍部の方針に従い勝機の少ないことを自覚し

つつも戦争状態に突入した。それに、その後半に戦局が極めて悪化したにも関わらず降伏の機会を先送

りした結果、甚大な被害を被ることになった。また、現代資本主義文明を国際的な経済戦争と仮称する

ことができ、それによる各種負債を日本は抱え込みつつあるが、経済戦争が終結した後の予測をし、現

在それに対する準備を進めなければ、近い未来に同じ後悔をすることになりかねない。 

 その対策として、政治権力が国民の委託によるものであり、政治家自らの権力であると誤認せず、絶

えず国家が安定することに注意を向けねばならない。また政治家は任期期間に限定された臨時雇用の委

任業務であると、民主主義の基本に立ち返り自ら再認識するべきであろう。             

           

ニヒリズムなる社会病  以上に示した日本の基層文化が、インド仏教伝来の「空」概念と稲作文化が

融合したものと考えれば、その社会は実在性（永続性）と実存性（関係性；とくに共感性）において日

本型民主主義と言い得る社会形態を創っていたと考えられ、その中にいる限り、社会としての恒常性を



総合知学会 Vol. 16, 2017 

60 

 

保っていた。 

 しかし、明治維新以後の西洋文明の導入により、その恒常性は破られたが、両社会概念の日本におけ

る整合性は、未だに成し遂げられていない。それが、漱石が日本の開花に違和感を抱いた原因である。

直裁には、今日に至る日本の民主主義政体は借り物の域を脱しておらず、一時的な高度経済の経験は日

本社会の能力の高さを示したものの、民主主義社会としての成熟に繋がらなかったばかりでなく、現在、

社会システムの至る所で、その脆弱性を露呈している。  

 本稿で示したように歴史的経過は異なるが、日本の軍国主義とドイツのファシズムは、政治的ニヒリ

ズムとして現れた。ただし、戦後に能動的ニヒリズム
．．．．．．．．

に覚醒したドイツは、直ちに本来的公共社会の建

て直しへ全力を尽し、周辺諸国や国際社会から今日の信頼をかちとった。「無公」としてのニヒリズム

は社会システムの崩壊要因であり、世界「生の目的」を消失させる動因となる限りにおいて、明治以降

の日本が和･洋文化の整合性を無視した事は、戦後も社会的ニヒリズムを産み続けている現状に現れて

おり、それは社会的崩壊へ向かう要因を絶えず宿していることになる。すなわち、ニヒリズムが自閉的

権力傾向を誘発すると考えるかぎり、社会の健全化は覚束なくなるのである。 

 そのような結論は日本が、改めて本質的な意味での維新改革をやり直さねばならないことを促してい

る。一見、この和･洋文化の整合性は困難に見えるが、国民の総意としての賛同が得られれば解消する

手だてが見つかるはずである。 

 一案として、本来的な民主主義教育をスウェーデン並みに、教育現場において実践的に行い、かつ、

青年達の社会関与機会の平等性を用意するため、徹底した地方分権化と社会緒格差の縮小を進めておく

必要がある。そこに和･洋文化の共通項で融合し得ることが考えられるのであり、仮に実行されば両者

は容易にアウフへーベンされ、漱石の憂いは２世代後には、相当な程度に解消されることが予想される。                  

 

 

               ２． 日本社会の分散権力文化 

 

 前章では、対独比較から日本社会の特徴を探った。それの結果、明治以降の日本社会がニヒリズム的

な状況に置かれており、それが自己閉塞的で社会的な権力状況を強めていると観られた。そして、その

原因を、社会心理学的にみて、明治維新に至る家族的共感文化と欧米移入の民主主義・資本主義を産ん

だ個人主義的文化との整合性に成功していないからと考えた。 

 ただし、その検討結果は、心理学的なモデルによるものであり、現実の社会状況を詳細に検討したも

のでないと言う意味で、論考としては未だ十全と言えない。それに、そのような社会状況が如何なる社

会権力の性状を形成しているかについて言及していない点でも欠けている。 

 さて、いわゆる日本社会論に関するこれまでの成書は、国内で大小数百以上、海外でも数十以上を数

えることが出来る。筆者が見る限りにおいて、国内から発せられている緒論考は、自らを客観的に観察

することが困難であるかのように、斉一的に納得させられる程深い考察に出会うことは困難であった。

それに対し、海外から発せられた論考は、R・ベネデクトの「菊と刀」のごとく今日でも斬新で客観的

記述には得心させられるものがある。ここで改めて、前述の検討課題に対し参考になり得る文献を探索

した結果、アムステルダム大学比較政治・経済学教授 K･V Wolferen（1941～）の（「日本・権力構造の

謎、上･下」初版 1990、早川書房；英名 The Enigma of Japanese Power)が日本社会の現状を鋭く分析

していることが認められた。本著以外、ウォルフレンによる日本社会に関する著書は 15 冊を数え、海

外における日本研究における第一人者と言えよう。本書（上巻）のみで B6 判 400 ページあり、その引

用文献数として、海外研究者による文献数 108 件、日本国内の文献 145 件と労作であり、後者には、国

内研究者の和文・英文の文献の他、緒日本政府関連部署による報告書あるいは新聞記事など多様である。 

 本稿の検討目標は、ウオルフレンの文献（以下の転記部分を文末に Wf と略記する）を中心にした日本

社会の状況分析が、１章で記した前稿・筆者の検討結果を裏付けること、それを背景に、現代日本社会

の社会的権力状況の変化から生じているであろうニヒリズム的傾向を、出来るだけ正確に把握すること

にある。 
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2-1．日本社会の諸問題  

 前章では、日本社会の基底的問題が、明治期以前の自然的共感による稲作文化に対する、小麦文化を

ベースにした個人主義的文化の移入により、両者の整合性をとらなかったことにあると述べ、その文化

的非整合性が今日に至る、認識し難いままに、心理的な社会的困乱を招いたことを述べた。 

 その社会的混乱が、日本社会における両文化の不整合性に由来するものであるとすれば、それを一般

に言われる日本問題（Japan problems）と呼んでよいであろう。その日本問題の諸相をウォルフレンの

客観的立場からは「現代において日本は、欧米以外の国では特に、国際的に役割を果たすようになった

最初の大国であるにも関わらず、（当の日本は）世界の大半が期待する大国にふさわしい態度をとらな

いばかりか、・・1980 年代後半になっても、日本は政治・貿易パートナーとして、・・国際社会の一員

になりたいと思っていないような印象を与えている。そのような諸外国の疑念に対し、日本の政治・官

僚や評論家は、とかく自分の都合の悪い（諸外国による）分析をジャパン・バッシングとして簡単に片

付けてしまう」（Ｗｆ１）と言う。 

 そして、より具体的な発言として「従来の世界史では、貿易や産業が栄えて経済的に目覚ましい発展

をした国々では芸術も栄えたものだが、・・今の日本では人間の精神文化を高める香気が立ちのぼって

いるとは言えない」（Ｗｆ２）、加えて「日本人の生活の中に、共同体の利害を個人の欲望や利害より優先

させると言う日本社会の要求
．．．．．．．

を、おとなしく受け入れているように見える」（Ｗｆ３）とも言う。 

 下付け(Ｗｆ1)は、日本が国際社会の中で、公的な役割を果たしていないことを示しているが、それ

は、資本主義社会として成功しているようにみえるものの、民主主義社会としての公共性に欠けている

ことを、下付け(Ｗｆ2)は経済的・物質的成功が、芸術・精神文化としての成熟とのバランスにおける

欠如を示している。また、下付け(Ｗｆ1),(Ｗｆ3)の「日本社会
．．．．

の要求」の日本社会
．．．．

の内実が、前章で

示した「家族主義的国家」的基層文化としての家族的共感社会が多層・多元的に細分化された社会の集

合体として成立しているものの、それぞれが社会全体としての有機性に欠けている状態にある、と考え

られる。 

 さらに、海外の識者が見る日本社会の特性が、前述のように、「日本の基層文化と、外来の個人主義、

かつ理性的に築かれた文明との間」に、明治期以来、相互の整合性を採ろうとする努力が見られなかっ

たことに原因の所在があると考えられるが、そこに西欧文化から見て、様々なフィクションがあるよう

に見られる原因となっている。しかし、日本人の多くがそれに気づいていないことが根底的な問題の所

在である。さて、ウォルフレンが言う Japan Problems に対し、その問題の所在が判明したとしても、

更なる多面的で正確な分析を要する。ウォルフレンが指摘する緒事項に沿い、更に検討を進めたい。 

 

a. 社会的権力と責任の所在  それが顕著に現れる場が外交交渉の場である。それが揺らぐとき、日

本なる国家が存在するのか否かなど、交渉相手の諸外国に与える疑念を生じさせるし、かつ、当の交渉

当事国である日本側がその事態に当惑する状況を生じさせることにもなる。それが、相互不信を醸し出

す越えがたい問題になる。 

 その原因は、日本としての国権の形が外部者には当然、内部者にとっても整然と理解不可能な状況が

創られており、かつ、それが絶えず流動的であり得ることにある。すなわち、日本では幾世紀にも渡り、

幾つもの半自治的なグループが権力を分け合い、それらの間でバランスをとり、国政がとり行われてき

た歴史がある。それは、政治・行政分野で言う、強い権力を有するグループ、各省庁の高官、政治派閥、

官僚と結びついた各種財界人、その他では農協、警察、マスコミ、はたまた暴力団であり、これらは日

本なるシステムの構成要素（グループ）であり、各グループそれぞれの権力的強弱は異なれども、相互

関連して結びついている。 

 その原因は「日本では、全体を統括するはずの権力規定としての国法が存在するが、いかなるグルー

プの活動においても、（絶対）権力としての国法に対し、準法的行動をしようとするグループは存在し

ない」（Wf4)からである。 

 「国法なる巨大システムを律するはずの権力と比較し、そのサブシステムである各グループにおける
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規律あるいは権力的呪縛はより強大であり、（それぞれは）絶えず流動的に変化しうるのである。最も

小規模なサブシステムは家族であり、同時にそれは最も安定した統率力のもとにあり、安定したグルー

プ形態である」（Wf5)。 

 したがって、以上に述べた国家としての権力概念として、すべてを統御可能とする中央機関は存在し

ないことになり、そのような国家的存在は国際的な対外交渉の場では相手に疑念を持たれ易しく、かつ、

幼稚に観られ易いことになる。 

 そのような国家形態とその性状をもたらしている原因は、前章でも述べたように、日本社会が稲作文

化としての、小グループな社会内で相互的共感・協働で安心社会を保全する基層文化が、現代日本にお

いても稼働していることによると考えれば、それ以上の規模での社会では不安定化をもたらすことの、

比較的明晰な説明となる。そして、そのような日本社会の特性と真逆なのが、小麦栽培文化に基礎をお

く信頼社会としての西洋社会の国家形態である。そこでは、政治行政はむろん国民が国法に求心力を求

めている限りにおいて、安心を手中することを可能にする法に絶対的な権力を見、その下で国内の全シ

ステムが斉一的に稼働することが期待できることになる。 

 むろん、西欧諸外国においても、権力的な社会不正行為は後を絶たないが、基本的にそれが日本の場

合と異なる点は、西欧では法の下での権力行使と責任の在り方が個々人に委託されているのに対し、日

本では、それが各小グループ間で流動的に変移し、不明確になるてんにおいて、明らかな相違を生じる。 

 

b. 日本の自由市場・資本主義  1957～73 年の約 19 年間は、日本におけるかつてない高度経済成長

期として知られている。世界における経済システムとして自由市場・資本主義経済と統制的・共産主義

経済の２類型が一般に知られているが、カリフォルニア大学政治学者である C･ジョンソンは、その他に

「資本主義的発展志向型国家」として日本を代表させ、その類型を韓国と台湾にも見ている。（「通産

省と日本の奇跡」TBS ブリタニカ、 1982 年） 

 その特徴は、官僚と産業界との協力体制を主体とすることにより自国の経済体制を構築していること

にある。そしてそれは、特に私企業を中心とする自発的な経済発展を奨励し、行政官僚組織はそれを back 

up するものとして機能することにある。すなわち、そこには西洋型資本主義経済と共産主義経済が有す

る中央指導型経済の混合システムである、と言うことができる。 

 将来性のある産業分野は官僚指導による国の財政金融政策により投資が刺激され、経済は発展する。

必ずしもそうでない分野でも、戦略的に重要性が認められる産業は、外国からの競争から守られる。問

題を抱えた産業は一時的に保護されたり、国外からの競争から保護され、体質改善、合理化、多角化な

どの機会が与えられるが、見込みのないと想定された産業分野は切り捨てられる。 

 その原型として、日本では「主に満州事変後、第二次大戦終了までに、国策と称する事業としての、

政府の援助・指導によって設立された半官半民の官営会社にあり、戦後、官営会社の払い下げ政策によ

り民間会社に払い下げられたが、官僚指導の指導方針が残っており、その本質は保護主義にある」とジ

ョンソン氏は言う。  

 ただし、その経済指導体制は、必ずしも国家として全体を統括できる指導者を持たないがゆえに、シ

ステム全体のバランスが視野に入っていない、と言う可能性が大きい。したがって「経済活動のうえで

自由度が大きい反面、到達すべき目標を持たない経済行為となり危険性を伴いやすい」（Wf6)。 

 この経済政策状況は、前章１-aで述べた、国家としての権力所在の不透明さに相通じているのは明ら

かであり、社会の不安定要因となっている。 

 

c. 文化の政治的コントロール  前章において、日本文化の基層が稲作栽培における集団作業にある

ことを示した。その稲作文化は少なくとも弥生時代後期以降に中国の長江下流域から伝来したことが信

じられている。しかし、当時の中国の文化としての花瓶、玉器、壺などは九州地方から発見されておら

ず、謎のままである。その解釈の一つとして、それらが一度伝来したものの何らかの理由で徹底的に排

除された可能性がある。 
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 そのように、稲作文化は他者との共同作業を要する共感・協働社会を創ったが、それは出雲神話に繋

がる皇統政治やその後の武家政治にも受け継がれたのであり、外来文化の影響を受け、民主主義の仮衣
．．．．．．．

を纏った
．．．．

日本の近･現代政治も同様に、日本の基層文化のうえで稼働している、と見ることが出来る。

ただし、そのように日本は「外来文化・文明を、それを生じしめた精神と共に移入することはなかった。

それは、その時々の為政者によって作為的になされた政治的所産である」（Wf7）。                              

例えば、日本の皇統政治の為政者の中で最大の権力を誇ったのは天武天皇 （673-686）であった。彼は

中国伝来の「土地と人民は王の支配に属し、かつ、人民（百姓）に対し一律平等に耕作地を支給し、そ

の代償として、租税、労役、兵役が同じく一律平等に課す」とする律令制度を政治的目的のもとに取り

入れた他、中国固有の宗教である道教の神秘性に関心を寄せた他、神道を整備し、仏教を国教に据えた。

また皇統の由来を日本書紀、古事記として編纂させるなど、自己権力の伸長に都合のよい方向に権勢を

発揮したと言えよう。 

 室町時代に入り第三代将軍足利義満(1368～94)は明朝との交易を再開し、莫大な利益と贅沢品をもた

らしたが、継続性はなく、その後国交が途絶えた。 

 江戸時代に入ると、幕府は鎖国政策を採ったものの、その直前の織田信長の時代から、長崎・平戸の

ポルトガル商人を介して、鉄砲、医学、天文学、時計は無論、一時的であったがキリスト教まで持ち込

むことまで許された。しかし、さすがにキリスト教の国内布教はその後、危険思想として許されなかっ

た。 

 さらに、明治維新に入り、明治４～6年にかけ岩倉具視を正使とする 107 名にのぼる欧米使節団が派

遣され、新生日本の建国のために役立つものは、何でも輸入するように奨励された。しかし、1年９ヶ

月に及ぶ西欧滞在における、民主主義社会に接しながら、それを封建体勢に対する破壊的思想とみなし、

派遣エリート達は反発することになる。そして反対に、日本の往古からの政治イデオロギーの断片を収

集し、天皇を日本なる家族国家の首長にまつりあげる思想を形成した。それをして、明治憲法において

天皇を最高権力者としての国家元首に位置づけることになるが、それは、明治政府が憲法上の民主主義

を形骸化させ、軍国主義国家に至る原因を創った。  

 以上に記した、日本の歴史過程における諸事例は、おしなべて諸外国の影響を受けつつも、影響を受

けた諸事例における来歴の意味を充分解釈することなく、形式的に都合のよい部分を自家薬籠中的に取

り入れた。しかし、後になり取り入れるべきであったものと、取り入れてはならなかったものがあった

のは、それらに対する客観的な見方が困難であったと共に、その時々の自己都合により変動する社会性
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

としての、日本の基層文化に依存していたから
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

でもある。 

 それは、日本の基層文化が、緩やかな家族的共感・協働社会を表出する社会性であることが、現代の

客観・理性的な外来文化と整合化することを拒否していることを示す。その反面、形式的に外来文化・

文明を利用している側の日本人の多くは、それら相互文化の不整合性に気づかず、むしろ、整合しつつ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

西欧世界とその時々
．．．．．．．．．

の状況に応じて協調していると信じている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

のである。 

 しかし、それはその時々の自らに都合のよいように、自らを変えてゆくとすれば、それに対し、何か

絶対的に真実であると考える対象に対し社会の構成員が賛同し、行動する西欧世界の慣習と大きな隔り

を生じることになる。その思考原理が西欧世界がユダヤ・キリスト教の影響を受けているに違いない。 

 それに対する日本の文化が水稲栽培方式に影響されたと共に、皇統に繋がる日本の原宗教である神道

文化とも表裏の関係にある。神道は、聖典を有さない、不文律で戒律がなく排他的でなく極めて柔軟性

に富んだ宗教であり、ユダヤ・キリスト教を基層文化とする西洋世界から観て理解し難い対象である。 

 そのことは必然的に、日本における政治経済のプロセスの理論化を困難にするのであり、当然ながら、

西欧的に理論化された概念により日本の事情を自らがリアルに捉えることを困難にする。 

 そのため、日本国内における各種社会評論や政治・経済的展望などは西欧社会で思考されるリアリテ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ィに沿ったものでなく、常に日本的心情でイメージ変換されたもの
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

となる。ただし、そのこと自体は、
．．．．．．．．

日本社会における一部の権力グループではリアルなことと受け止められている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

のである。そして、その
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事態が西欧世界との接触の際に、国内外に各種トラブルを生じることになりうる。 

（注：一例を挙げれば、近年日本で議論されてきた原子力発電に関する設置から廃炉に至る諸問題とそ

の対応プロセスは、西欧世界から観た場合、客観的事実を見ないものとして、各種疑問を抱かせること

になる。また、日本サイドの当事者もその解決の見通しを、自らの都合で客観視することなしに、心的

イメージで処理され、はたまた、無責任で先延ばしの野ざらし状態とする） 

 そして、60 年代以降の高度経済成長は、日本の経済的蓄積を背景とした各種国際的寄与が期待された

が、国連を始めとする各国の調整機関における日本の活躍は、当時の諸外国による期待を下回っている

とする評がある。(Editional In Asian Wall street Journal,10.4.1986) 

 総じて、日本社会においては、バブル的小権力群から成る社会において、権力的操作が恣意的に行わ

れ易く、それが社会的な統合を欠きやすい結果を招き、国内的な意思統一と、対外的整合性を損じる結

果に繋がっている。                    

 

2-2．日本社会の分散権力 

  民主主義社会における憲法は、その状況が大きく変化すれば、その内容が変わる可能性があるもの

の、そうでない限り、その憲法で決められた手続きを踏み決議された結果を、社会の成員はそれを守り

抜く義務がある。それゆえに当然、時の政治権力を委任された者は、自己の都合による憲法の精神に反

する行動は戒められる。 

 

a.日本における政治的権力の様式  大正期まで日本社会は、少なくとも人口の９割を占めると言われ

る稲作栽培の農民社会が日本の基層文化を形成したと考えられるものの、明治期以前にはその文化的様

式を基層とした皇統と武家による権力社会が併存していた。 

 農民文化は、農作業における共感協働による作業を要したがゆえに、絶対権力的な存在は、その社会

形成には害をもたらすゆえに退けられ、一協働社会が家族的な精神で安定した、言語化できない分散化

された権力（これは、神道的な権威に依拠していたとも言える）を保ちつつ、融和的求心力として稼働

する必要があった。 

 それに併存した皇統社会は神道的権威の象徴として農村社会と分離された権威的社会を創ったが、天

武天皇の時代に代表されるように、日本の国の実権を握った時代もあったものの、現代においては、国

家の象徴であると憲法に明記される存在となっている。 

 ここで問題となるのは、鎌倉幕府以来武力により権力を握ってきた武家社会は、明らかに前述の農民

社会とは異質な絶対的権力で社会を平定しようする社会形態を採ったものの、その内容は、農民社会の

家族主義的求心力が働く必要があった。すなわち、最高権力者は彼らに従う者を疑似的家族のごとく扱

い、報償を与えて求心力を保存しようとする。従者は、権力者からの報償に対して恩義を感じつつ尽力

する、と言う図式になる。 

 武家には御成敗式目や武家諸法度などの法があったが、むろん、現代社会の憲法と異なり、幕府時代

の権力により如何様にも解釈出来るものであり、事実、長い歴史において海外との交流により輸入され

た異国の文化様式は、都合のよい部分を移入し、それ以外は禁輸したのであり、移入したものに対して

も権力者の都合のよいように改変するのが常態であった。 

 むろん明治新政府になって、西欧の民主主義を形式的に参考にしたものの、その実態は、皇統文化と

幕府的権力構造を融合させたものと言えよう。その象徴が、憲法に天皇を日本の最高権力者としたこと

に現れている。 

 そのように明治の社会は、民主主義を充分理解する努力することなしに移入し、対外諸国との均衡関

係を保存し、自国を維持管理することが最重要な使命であったのであり、したがって、明治政府が真っ

先に着手した法整備は軍事関連の立法であった。このため、西欧各国から軍事に関連する実務的な知識

を収集し、軍事的な実践形態を整備することが急がれた。 

 すなわち、これが当時の政府が行う急務を要する現実的問題であったが、後の軍国主義に向かう動因

になった。ただし、それが形式における民主主義憲法を無視し、軍内部の権力的志向に沿って肥大化し
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た思想に牛耳られ、国家の破滅に至ったことは、民主制国家である現代日本においても生じ得るのであ

る。 

 すなわちウオルフレンは、日本社会について詳細な分析を行った結果「日本の権力保持者は組織的に

権力を行使する。ただし、その方法と目的を、有権者は究極的になんら制御できないのである」（Wf8)、

と言う。 

 この日本に関する同氏の言辞は、日本が民主主義国家でないということを意味するものであり、彼の

分析に接した当の日本人を驚かせるに十分なものがある。ウオフレンによる膨大な分析結果を要約する

ことは困難であるが、敢えてそれを試みるなら「日本人は、日本社会を規定しているはずの民主主義の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

意味を知らないし、ましてそれを記述している憲法（の精神）を把握している者は極めて少ない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

」と言

うことになる。 

  憲法の精神を守る最高責任者である歴代の首相の多くが、委任されている自らの権力の統括者にふさ

わしい政治的な視野を有した者は少ないし、権力の実態は政治の府である政治組織と行政組織、それに、

その組織の外にあるはずのジャーナリズムや実業界の組織に広く分散された状態にあると、観ることが

出来る。 

 その内実は、 

① 日本では実効的な最高権力者が存在しないこと。すなわち、それぞれ閉じた権力を所有している小

グループ社会からなる権力集団が存在し、それぞれの権力集団が分散的に日本の実権を握っている。 

② 各小グループ社会は基本的に、日本の基層文化にしたがい、家族主義的な 社会を創っている。た

だし、そのグループ内でも比較的明瞭な権力格差がある。権力上位な部門によるグループ内の統率状

態は各グループにより大きな差があり、それはグループリーダーによる内規順守の程度に依存する。 

ただし、往々にして、リーダーの恣意的決定でグループの健全性が変化する。以上は、日本の基層

文化と外来文化が混同されていることに由来している。 

③ 日本の権力グループの各集団の相互間には、相互に忖度感情が働き絶えず 調整が為される。ただ

し、それら権力グループ集団を統帥する存在そのものを持たないので、それら調整目標が確定できず、

グループ集団は絶えず浮遊状態を続けなければならない。 

④ そして、以上の権力的組織の中に当の有権者であるはずの大多数の日本人は参加しておらず、無視
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

  

 されている
．．．．．

。 

  

 そのような日本社会を客観的に観ようとした場合、必ずしも民主主義的ルール上で理解出来るものに

ならず、むしろ、非民主主義的な合意と映る場合が多い。 

 それに、日本の、諸外国との政治的議論による合意プロセスでは、同様に、日本サイドの主張を論理

的に整理して納得させる努力をすることは希であり、特に欧米各国との合意内容は、日本国民にとり曖

昧に受け取られる内容になりがちである。むしろ、日本側にとって合理的に曖昧性を付加することは、

一種の権力発揮の手法とさえなる。 

 国内に眼を向けると、上記④の、いわゆる日本の権力組織の部外者である一般国民は、有権者として

の権利を有するものの、自ら権力（または人権）を有しないと認めている存在である。しかし、その不

満は社会的緒事例として拡散する。 

 その一つは、流通業界の人たちの 73.9％が、顧客による悪質なクレームを受けている調査結果にある。

（日本労働組合総連合会調査、1916） 

 その調査結果は、現代社会が抱えているストレスによるものであると心理学者は考えているが、その

ストレスの由来は、一般国民が社会権力から疎外されていることと、日本の社会権力の特異な在り方が

醸し出す理不尽な諸事象に対する不満である。それと共に、権力枠から疎外されているがゆえに、個々

人が不当な形で権力的な表現をしているのだとも見なされる。 

 

ｂ. 日本社会のシステム的欠陥  日本の政治状況において、いわゆる政治的権力が社会的に広く分
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散している状況は、一見民主的であるように見える。しかし、それを政治システムとして観た場合、国

家的な政治的決定プロセス上、システム的な統制統括が不明瞭になりがちとなる。そして、そのような

政治状況そのものは家族的小規模社会では許されるであろうものの、国家規模の社会形態では国民的な

混乱を生じる原因を絶えず生起させる。 

 名目上で国家の主権を握る者は、当然、国民生活における諸々な安心・安定のための施策立案とその

実行が最重要課題に上らなければならない。優先される一例として、対外的な紛争を解決することと、

国内的な農産物生産の需要を満たすこととである。 

 後者において、1965 年度における日本のカロリーベース総合食料自給率が 73％であったが、2016 年

度では 39％に低下した。 

 2000 年度の国際統計では、地政学的制約からスイスが 61％、オランダは 70％と自給率が低いが、そ

の他の西欧社会の多くがはほぼ 100％前後を確保している。特にオーストリア 237％、カナダ 145％なら

びにアメリカは 125％と高い値を示している。アメリカは 1980 年に 160％であったように、戦前戦後を

通じて世界的農業国の地位を占めている。それゆえ、アメリカは戦後直後に敗戦国である日本に対し、

食料援助として小麦文化を普及させた。 

  それをもとに現在でもアメリからの食料輸入率として、小麦 53.8％、大豆 76.5％、それに、とうも

ろこしは 96,3％を占める程である。（2016 年度、農林水産省発表） 

 それに準じた戦後日本の農業政策は、稲作農業における極端な減反政策と地方各地の過疎化に伴う休

耕田が増加しているにみ関わらず、総合的な食料自給率の激減を招き続け、食料自給 100％を目指そう

としない。 

 このような重大な結果を招いた事態は、日本を統率している政治・行政権力が社会を、システム的に
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

全体を把握する能力と政策実行能力に欠けている
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ことと共に、日本社会に複雑に分散している各権力グ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ループも同様に、自らをシステム的に律する力を充分持ち合わせていない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ことを示している一面に過ぎ

ない。そして、このような状況に対して、ウオルフレンも言うように「国民が中央権力からみて萱の外

の状況に置かれているような状況は、民主主義国家として、未来を展望できないままの状況にある」。

（Wｆ9）      

 前述のシステムとしてみた日本社会は、明治以降は特に、社会的な秩序や権威を失ったことにより、

人々の連帯感が失われる傾向を招くアノミーな状況を生じ始めた。それが規制が効かないままに軍権力

の増大を招き、その結果は、統制が効かなかったままに、第二次大戦での敗戦により国家を灰燼に帰し

た。そして戦後は 1960 年代の幸運と言える他律的な高度経済成長時代を、今日でもその夢に向けた成

長戦略が国家目標になっているが、それによる将来展望を誰も描こうとしない状態にある。上記のよう

に自他に無責任と思われる程の、日本社会における権力的様態はかなりな程度に複雑であり、より多面

的な検討がなされる必要がある。 

    

2-3.日本社会のニヒリズム       

 前述のように、日本の基層文化と西欧文化の日本における不整合性は、国民をして、社会的権力を喪

失されることにより、心理的な無秩序を誘発し、人々の相互共感性を奪った結果、孤立化傾向としての

アノミー状態を招きつつある。その傾向がまた、明治末期から昭和初期にいたる軍権力の増大を招き、

国家を灰燼に帰する結果を招いた、と考えられる。 

 また、戦後の高度経済成長の経験は、それが去った今日でも経済発展が国是となっているが、明らか

にそれと乖離している現実を観るにつけ、人々はアノミーを通り越し、人々の相互不信傾向は、無規範

的ニヒリズムへの傾向を強めようとしている。それは人々を孤立化へ向かわせ、結果として、国家の存

立を危うくする。      

 

a. 西洋世界のニヒリズム  ニヒリズムとは、これまで最高の価値と人々がみなし、目的としていた

ものが無価値となった歴史的事態のことを言う。哲学者・心理学者でもあった F･ニーチェによれば、ニ
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ヒリズムにおいて我々が取りうる態度は大きく分け、以下の 2つがあると言う。 

１，何も信じられない事態に絶望し、疲れきったため、その時々の状況に身を任せ、流れるように生き

るという態度（弱さのニヒリズム、消極的・受動的ニヒリズム）。                           

２，すべてが無価値・偽り・仮象ということを前向きに考える生き方。すなわち、自ら積極的に「（新

たな）仮象」を生み出し、一瞬一瞬を一所懸命生きるという態度（強さのニヒリズム、積極的・能動

的ニヒリズム）。              

 上記１の消極的態度は、そのまま従来からのアノミーな態度を表していると言える。また、筆者の考

えでは、２の能動的ニヒリズムは、破壊的なニヒリズムと建設的なニヒリズムに分けられる。ドイツの

場合で言うと、ワイマール共和国を破壊してナチス・ファシズムを創ったヒトラーは破壊的ニヒリズム

により行動したが、その後のドイツ（連邦）共和国はその厳しい反省に立って、ワイマール憲章の理想

を形を換えて再建したと考えれば、能動的ニヒリズムに転換したことになる。ただ、ニヒリズムを日本

語訳としての「虚無」や「無常」とすれば、そこからニーチェが言う能動的なニヒリズムを生ずること

は難しい。 

 むしろ、個人における生に対する意味性や、社会的価値に対する生の意味性としての「意味論」とし

て解釈することに、「ニヒリズム」論の現実的な基礎を置くことが出来るように考えられる。 

 いずれにしても、ニーチェの言う能動的ニヒリズム概念は、従来の日本文化の基底には見あたらない。 

 

c. 日本社会のニヒリズムの源流    道元による「正法眼蔵」における無常観や、「般若心経」におけ

る色即是空の概念を伴う仏教など日本への伝来時には、無常観（ニヒリズム）として広まったと思われ

るが、本来それは、悟りへの肯定的希望に繋がるものであった。 

 筆者が前稿で述べたように、古来の稲作栽培方法に由来する家族主義的な共感・協働社会が醸し出す、

社会的な絶対権力が存在せず、ほぼ対等な関係による社会であったのに対し、特に明治以降の政治主体

は、それに対する欧米の民主主義と文明を整合させる努力をしなかった。それゆえ、その後今日に繋が

る社会的規範の内部的乱れの絶えない状況が、今日の日本的ニヒリズムを形成したと考えることができ

る。   

 それに反し、日本の文明的な進歩に取り残されつつ辺境と言える地に居住しようとする西欧人が現れ

たり、日本の若者が進んでそのような地域に移動する傾向が現在進んでいる。それは、それらの人々に

とって、日本の基層文化が比較的温存されていいて、ニヒリズム的な雰囲気を感じることなしに地域の

人々との交流に安心・安全感を持つことができるからであると考えられる。 

 ただし、ウオルフレンのようにジャーナリズム特派員として日本に長期滞在し、客観的な視点から社

会を観察した場合は、それが顕現することになる。それ以上に問題なのは、日本人そのものがそれらの

事象に気付き難いてんにあり、気付かない限りニヒリズムの克服は難しく、その克服もありえず、もと

もとニーチェの言う能動的ニヒリズムに転ずる機会を逸し易いことになる。 

 

c. 効率文明下でのニヒリズム   そのような日本人のニヒリズムは、現代資本主義文明が情報技術

の飛躍的な発達により漸次効率化しようとする状況下で、更に悪化すると考えられる。  

 すなわち、社会が資本主義的成長志向の下で、モノと情報がますます強く結びつくことが予想される

今日、日々社会的な変化の度合いを早めている。そのような社会的変化は、人をして、スマートフォン

の普及にみられるように、社会的情報量の増大する反面において、人々を孤立化させる恐れもあり、そ

れはますます社会の氾権力化を進め、社会的格差の拡大傾向を強める。それは既に、日本の経済的ジニ

係数は現在 141 カ国中 68位で、先進国中では最下位であることに現れている（2017 年度、国際統計格付けセン

ター調べ）   

 また、先進 20 カ国における社会的孤立度を表すデータから、幾つかの国を挙げるなら、最も小さい

のがオランダ２%で、USA3.3%、ドイツ 3.7%。中間的な孤立度として、カナダ 5.8%、スペイン 6.8%、イ

タリア 7.85%、大きな部類にメキシコ 14.2%,そして最も大きい度合いを示したのは日本で、15,3%であ

った。（NHK･TV「生きがいと役割が傾かんとする持続可能な社会,2017.11.18） 
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以上の統計結果から、社会的格差としてのジニ係数の拡大が、人々の社会的的孤立化を深めている

ことが明らかであり、このてんでいわゆる先進国中で日本が、最も深刻な状況にある、と言うことが突

きつけられている。そのような状況を生じた理由がどこにあるかが問われなければならない。 

 明治期に日本が移入した西欧文化・文明は、民主主義と資本主義であった。民主主義に関しては現代

に至るも不完全な形で取り入れられているが、資本主義経済は前述のように、1960 年代以降の高度経済

成長の経験が、その後の経済政策に影響し、継続的な経済成長戦略が現在も継続されている。 

 トマ・ピケティによる「21 世紀の資本」（みすず書房、2014）では、資本市場が完全になればなるほど、

資本収益率が経済成長率を上回る可能性があり、資本主義経済は必然的に社会的経済格差を生ずること

を、多くのデータを駆使して説明している。 

 ただし、資本市場そのものが政治・行政あるいは企業や企業団体その他各種グループによる恣意的な

権力が、西欧諸国以上に発揮しうる日本の社会性の下では、元来、ピケティの言う西欧諸国ほどの資本

市場の完全性を担保できないと考えられる。そこに、日本における社会的経済格差が先進国中最下位を

示す原因が内在されているのであり、かつ、それが日本における民主主義的実効性の疎外要因になって

いることは、容易に理解出来るであろう。 

  

 

                      結論 

 

 本稿で示した「日本の分散権力社会」は、確かに、形式上の民主主義国の下での理想では、国民一人

びとりが主権者であり、かつ国民としての権力を分かち合っていなければならない。しかし、本稿で帰

結したことは、日本においては、当の国民に主権と人権が存在せず、権力を実効的に保有する一部の者

達が、恣意的に権力を分かち合っている、特殊な分散権力社会であることを示した。 

 そのような社会は、各権力者の意図と行為により民主主義の前提をないがしろにする方向に諸権力が

稼働されがちであり、そのような権力格差の在り方が、必然的に国民の生の在り方をアノミーな状況へ

導く。 

 加えて、現代に至る日本社会の都市型文明化は、その経済格差、都市地方間の各種格差にみられるよ

うに、歪な変成を続けているが、それは社会的ニヒリズム的傾向をさらに拡大させている。 

 それを生じさせている原因が、日本の基層文化と移入した西洋文化・文明の非整合性にあり、それが、

日本の実効的緒権力者に、日本の社会をシステム概念で展望することを一貫して妨げてきたことにある。  

 すなわち、一国程の大規模社会を統帥するには、民主主義的制度の確立とその実行を要求されるが、

日本における両文化差の不整合性が、それを妨げている。それが日本の自立と他国からの信頼回復を妨

げている理由として挙げられる。  

 ただし、本稿での検討結果は、両文化の融合化が、一見不可能と思われる程であったが、安心・安全

で無益な格差拡大なしに生存することが民主主義の理想に適うなら、北欧緒国やオランダ、ベルギーあ

るいはスイスなど、国家権力の地方分権化やジニ係数やジェンダーギャップの減少化など、従来の資本

主義原理に従わずとも真の民主主義に力を注いでいる国政と国情を参考にし、教育の基礎過程で、民主
．．．．．．．．．．．

主義の実践的教育を継続して行う必要
．．．．．．．．．．．．．．．．．

がある。 

 その前提として、日本の基層文化としての「安心社会」と外来の民主主義文化としての「信頼社会」
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

は共に、共感と協働（合意形成）を要するうえで、対立的な矛盾を孕んでいる訳でないと言う意味で、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

両文化は無矛盾的にアウフへーベンして統合可能
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

であり、それゆえ、日本の社会的健全化を実現するた

めの多くの施策は残されている。その為の将来展望を描き、無矛盾的社会システム構築への努力と実行

が要求される。  

 

 

 


